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       開  会      午前 ９時３０分 

       〔開会宣告〕 

議長（伊藤勇二） 皆さん、おはようございます。 

 それでは、地方自治法第１１３条の規定に基づく定足数に達しておりますの

で、ただいまより、平成２７年第２回三郷町議会定例会を開会します。 

 直ちに、本日の会議を開きます。 

 本日の議事日程は、お手元に配付のとおりです。 

       〔町長招集の挨拶〕 

議長（伊藤勇二） 町長から招集の挨拶がございます。森町長。 

町長（森 宏範）（登壇） 皆さん、おはようございます。本日、三郷町告示第２５号

によりまして、平成２７年第２回三郷町議会定例会を招集いたしましたところ、

議員各位におかれましては、公私何かとご多忙の中、早朝よりご出席を賜り、厚

くお礼を申し上げます。 

 さて、本定例会に提出いたします議案は、承認案件２件、議決案件６件、報告

案件２件の計１０件であります。 

 どうか慎重審議賜りますようお願い申し上げ、招集の挨拶とさせていただきま

す。 

       〔会議録署名議員の指名〕 

議長（伊藤勇二） 日程第１、会議録署名議員の指名を行います。 

 本定例会の会議録署名議員は、三郷町議会会議規則第１２７条の規定により、

３番、南 真紀議員、４番、兼平雄二郎議員を指名します。 

       〔会期の決定〕 

議長（伊藤勇二） 日程第２、会期の決定を議題とします。 

 お諮りします。本定例会の会期は、本日から６月１２日までの８日間にしたい

と思います。ご異議ありませんか。 

       （「異議なし」の声あり） 

議長（伊藤勇二） 異議なしと認めます。したがって、会期は本日から６月１２日ま

での８日間に決定しました。 

       〔議案朗読〕 

議長（伊藤勇二） 次に、日程第３、「承認第６号、平成２７年度三郷町住宅新築資金

等貸付事業特別会計補正予算（第１号）の専決処分について」から日程第１２、「報
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告第４号、損害賠償の額の決定に係る専決処分の報告について」までを一括議題

とし、事務局に朗読させます。 

議会事務局長補佐（小村雄一） 朗読いたします。 

日程第 ３ 承認第 ６号 平成２７年度三郷町住宅新築資金等貸付事業特別会

計補正予算（第１号）の専決処分について 

日程第 ４ 承認第 ７号 平成２７年度三郷町介護保険事業特別会計補正予算

（第１号）の専決処分について 

日程第 ５ 議案第３２号 平成２７年度三郷町一般会計補正予算（第１号） 

日程第 ６ 議案第３３号 平成２７年度三郷町介護保険事業特別会計補正予算

（第２号） 

日程第 ７ 議案第３４号 三郷町介護保険条例の一部改正について 

日程第 ８ 議案第３５号 三郷町立学校給食センターの設置及び管理運営に関

する条例の一部改正について 

日程第 ９ 議案第３６号 財産の取得について 

日程第１０ 議案第３７号 財産の取得について 

日程第１１ 報告第 ３号 平成２６年度繰越明許費繰越計算書について 

日程第１２ 報告第 ４号 損害賠償の額の決定に係る専決処分の報告について 

 以上でございます。 

       〔提案理由の説明〕 

議長（伊藤勇二） 日程第１３、ただいまの朗読の議案について、提案理由の説明を

求めます。森町長。 

町長（森 宏範）（登壇） それでは、議長のお許しをいただきまして、本定例会に提

出いたしました議案の提案説明をさせていただきます。 

 まず初めに、「承認第６号、平成２７年度三郷町住宅新築資金等貸付事業特別会

計補正予算（第１号）の専決処分について」であります。 

 本会計におきまして、平成２６年度の収支に赤字が生じたことから、平成２７

年度において繰上充用の措置を行うため、本年５月３１日付をもって専決処分を

行ったものであります。 

 内容といたしましては、当初予算に２億５，１７５万９，０００円を追加し、

補正後の予算総額を２億７，８２０万３，０００円としたもので、歳出では前年

度繰上充用金で、歳入では諸収入で、同額をそれぞれ計上したものであります。 
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 次に、「承認第７号、平成２７年度三郷町介護保険事業特別会計補正予算（第１

号）の専決処分について」であります。 

 本会計におきましても、平成２６年度の収支に赤字が生じたことから、平成２

７年度において繰上充用の処置を行うため、本年５月３１日付をもって専決処分

を行ったものであります。 

 内容といたしましては、当初予算に３２２万３，０００円を追加し、補正後の

予算総額を１８億７，３５２万９，０００円としたもので、歳出では、前年度繰

上充用金で、歳入では基金繰入金で同額をそれぞれ計上したものであります。 

 次に、「議案第３２号、平成２７年度三郷町一般会計補正予算（第１号）」につ

いてであります。 

 当初予算から１億２，９９３万３，０００円を減額し、補正後の予算総額を７

６億３，７０６万７，０００円とするものであります。 

 まず、歳出では、一般財団法人自治総合センターが実施するコミュニティ助成

事業におきまして、当初予算では自治会活動に対する助成で２団体、自主防災組

織に対する助成で２団体、消防団に対する助成１件を当センターに要望し予算を

計上しておりましたが、今回、自治会活動に対する助成として１団体のみが採択

され、それ以外の申請は不採択となったことから、総務費の自治振興費で２５０

万円、消防費の非常備消防費で１０１万円、防災費で３００万円をそれぞれ減額

するものであります。 

 次に、民生費では、後ほどご説明申し上げますが、介護保険事業特別会計の補

正に伴う操出金といたしまして、老人福祉総務費で４４５万５，０００円を増額

するものであります。 

 次に、衛生費では、子宮頸がん予防ワクチンの接種によって、その副反応と思

われる症状から治療・療養を要する方がおられます。そこで、安心して適切な医

療が受けられるよう、該当される方に医療費及び医療手当を給付するため、予防

費で６４万８，０００円を計上するものであります。また、一定の年齢を迎えら

れた方を対象に、がん検診を勧奨するとともに、未受診の方へ再度勧奨を実施す

ることでがん検診の受診を促進する新たなステージに入ったがん検診の総合支援

事業を実施するため、老人保健費で１３１万２，０００円を計上するものであり

ます。 

 次に、農林業費では震災対策農業水利施設整備事業として震災に備え、ため池
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に特化したハザードマップを作成し、点検等を行う予算を計上しておりましたが、

本事業に対する国庫補助金が当初の見込みから大幅な減となり、事業の大半を次

年度以降に延伸せざるを得なくなりました。このことから、農業振興費で１，０

００万円を減額するものであります。 

 次に、土木費におきましても、国庫補助金であります社会資本整備総合交付金

が当初の見込みから大幅な減となり事業計画を大幅に変更することとなったこと

から、道路橋梁費で１億１，６５６万２，０００円を、交通安全施設費で３００

万円を、都市計画総務費で２７２万５，０００円を、それぞれ減額するものであ

ります。 

 次に、教育費では、三郷小学校放課後児童クラブの定員増加に伴い、新たに使

用する教室に空調設備を設置するため、放課後児童クラブ費で１２０万円を計上

するものであります。 

 また、給食センターでは、これまでも食育や地産地消に積極的に取り組んでき

たところでありますが、奈良県におきましても県内産の農産物を給食材料に使用

する場合、一定の補助が交付されています。そこで、本制度を活用し、これまで

以上に地産地消を推進するため、また、新給食センターの従業員が検食も兼ねて

給食を利用することから、給食材料費の増加分として給食センター運営費で１２

４万９，０００円を増額するものであります。 

 一方、歳入では、後ほど説明いたします介護保険事業特別会計の補正に伴い、

低所得者の保険料軽減分として国庫負担金で２２２万７，０００円を、県負担金

で１１１万３，０００円をそれぞれ計上するものであります。 

 また、歳出で説明いたしました新たなステージに入ったがん検診の総合支援事

業の実施に伴い、国庫補助金で６３万２，０００円を、学校給食地産地消促進事

業に伴う県補助金で６３万２，０００円を、新給食センター従事者の給食材料費

として雑入で６１万７，０００円をそれぞれ計上するものであります。 

 一方、補助申請に対する内示額の減額に伴い、国庫補助金で９，２６２万円を

県補助金で６８万１，０００円を、町債で３，４４０万円を、加えてコミュニテ

ィ事業助成金として雑入で６５０万円をそれぞれ減額するとともに、財政調整基

金繰入金を９５万３，０００円、減額することで収支を合わせるものであります。 

 次に、「議案第３３号、平成２７年度三郷町介護保険事業特別会計補正予算（第

２号）」についてであります。 
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 本年４月１０日付で公布、施行されました介護保険法施行令及び介護保険の国

庫負担金の算定等に関する政令の一部を改正する政令に基づきまして、第１号被

保険者のうち、特に所得が低い方への保険料の軽減措置を行うこととなりました。

これに伴い、歳入におきまして介護保険料で４４５万５，０００円を減額する一

方、一般会計繰入金で同額を増額するものであります。 

 続きまして、「議案第３４号、三郷町介護保険条例の一部改正について」であり

ます。 

 本条例の改正につきましては、先ほど補正予算において説明いたしましたとお

り、第１号被保険者のうち、特に所得が低い方を対象に保険料の軽減措置を行う

ものであります。内容といたしましては、この政令の規定により軽減の対象とな

る保険料区分について、保険料基準額に対する自己負担割合が現行の０．５から

０．４５に軽減されたことから、本町におきましても保険料を現行の３万１，５

００円から２万８，３５０円に軽減するため所要の改正を行うものであります。 

 また、この保険料の軽減措置については、消費税率の１０％への引き上げによ

る増税分が公費として投入される予定でありましたが、引き上げが平成２９年４

月に延期されたことに伴い、平成２７年度及び２８年度において部分的に実施す

るものであります。 

 なお、本改正については、関係法令が本年４月１０日に公布、施行されたこと

から公布の日から施行し、平成２７年度及び２８年度分の保険料について適用す

るものであります。 

 続きまして、「議案第３５号、三郷町立学校給食センターの設置及び管理運営に

関する条例の一部改正について」であります。 

 本条例の改正につきましては、学校給食センターの建て替えに伴い行うもので

あります。議員各位もご承知のとおり、本町の学校給食センターは、昭和５３年

４月の運用開始から３７年が経過し、施設の老朽化が激しいことから、安全・安

心でおいしい学校給食を提供し、また、防災拠点としての機能を有する施設とし

て新たに建て替えを行いました。これに伴い、現在の学校給食センターの運用が

本年７月末日で終了し、８月１日から新給食センターの運用を開始することから、

本施設の所在地を変更するため所要の改正を行うもので、本年８月１日から施行

するものであります。 

 続きまして、「議案第３６号及び議案第３７号、財産の所得について」につきま
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しては、関連がありますので一括してご説明申し上げます。 

 両議案につきましては、新学校給食センターの運用開始に伴い、お箸、皿、お

わん等の食器等と食缶、かご等の給食用備品を新たに購入するものであります。

食器等については一般に広く使用されて割れにくく、汚れにくい素材のポリエチ

レンナフタレート性樹脂を原料としたＰＥＮ食器を新たに導入するものでありま

す。また、食缶、かご等については給食の配送時間を短縮し、より安全で、安心

な給食を提供するため、その形状や組み合わせを考慮したものを新たに購入する

ものであります。 

 今回、いずれも７社の指名競争入札の結果、大和郡山市今国府町６の３、株式

会社中西製作所奈良営業所、所長、表川知史を契約の相手方とし、食器等は、消

費税を含め１，２４２万円で、食缶、かご等は消費税を含め６８０万４，０００

円で、それぞれ財産購入契約を締結するため、議会の議決を求めるものでありま

す。 

 次に、「報告第３号、平成２６年度繰越明許費繰越計算書について」であります。 

 まず、平成２６年度一般会計補正予算に定める繰越明許費といたしまして、総

務費で番号制度システム改修業務、地域消費喚起・生活支援型事業、地域創生先

行型事業、農林業費で地域経済循環創造事業、消防費で都市防災総合推進事業の

計５事業で、総額１億８，９７３万６，０００円を翌年度へ繰り越したものであ

ります。 

 また、下水道事業特別会計におきましても、流域下水道事業で４５万８，００

０円を本年３月３１日付で翌年度に繰り越しましたので、地方自治法施行令第１

４６条第２項の規定に基づき、議会に報告するものであります。 

 あわせて、平成２６年度水道事業会計予算におきましても、水質改善下水道事

業に伴う排水管布設替工事におきまして、関連工事の進捗に合わせるため、建設

改良費で２，４００万円を本年３月３１日付で翌年度に繰り越しいたしましたの

で、地方公営企業法第２６条第３項の規定に基づき、議会に報告するものであり

ます。 

 最後に、「報告第４号、損害賠償の額の決定に係る専決処分の報告について」で

あります。 

 本件につきましては、地方自治法第１８０条第１項の規定に基づき、専決処分

した２件の損害賠償の額の決定について報告するものであります。 
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 まず１件目は、昨年６月１３日に発生した公用車と自転車の接触事故に係る損

害賠償で、対人・対物合わせて６７万３３６円の賠償金を支払うことで示談が成

立したものであります。 

 ２件目は、本年１月２０日に発生した公用車と乗用車の接触事故に係る損害賠

償で、対物賠償１６万１８９円を支払うことで示談が成立したものであります。 

 なお、賠償金については、いずれも全額、全国自治協会自動車損害共済の共済

金により補塡されております。 

 以上が、本定例会に提案いたしました議案の主な内容であります。慎重審議い

ただき、承認、可決賜りますようお願い申し上げ、提案説明といたします。 

議長（伊藤勇二） 以上で、提案理由の説明を終結します。 

       〔議案朗読〕 

議長（伊藤勇二） 日程第１４、「発議第１号、憲法９条をこわす『戦争法案』の廃案

を求める意見書」を議題とし、事務局に朗読させます。 

議会事務局長補佐（小村雄一） 朗読いたします。 

 発議第１号、平成２７年６月５日、三郷町議会議長 伊藤勇二様。 

 憲法９条をこわす「戦争法案」の廃案を求める意見書。 

 このことについて、別紙のとおり提出いたします。 

 提出者 久保安正。賛成者 神崎静代、南 真紀。 

 安倍政権は、今国会に、国際平和支援法、平和安全法制整備法の２本の法案を

提出し、審議が行われている。 

 この法案は、「平和」や「安全」の名がついているが、実体は、いつでも、どこ

でも、どんな戦争にもあらゆる形でアメリカの戦争に自衛隊が加担することを可

能にし、日本が直接攻撃されなくても平時から集団的自衛権の行使にいたるまで、

あらゆる事態でアメリカ軍を支援する「戦争法案」にほかならない。自衛隊が地

球規模で戦闘の場に行き、武器を使用し、「殺し、殺される」ことがまさに現実に

なる。 

 また、歴代の自民党政権でさえ憲法上できないとしてきたことを踏み越え、さ

らに国民や国会にはかる前にアメリカ政府と「夏までに成立」させることを約束

し、アメリカ軍と自衛隊の戦争分担（日米軍事ガイドライン改定）まで決めるな

ど、アメリカいいなりの姿勢も極めて異常である。 

 戦後７０年間の国民の平和への願いを踏みにじり、アジアと世界に不戦を誓っ
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た憲法９条をこわし、「戦争する国」へと戦後日本の歩みを１８０度転換させる暴

挙に断固として抗議する。 

 最近のどの世論調査でも「戦争法案」に反対が多数である。よって当町議会は、

政府と国会に対し、憲法９条を守り、国際平和支援法案、平和安全法制整備法案

を廃案にするよう強く求める。 

 以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 

 ２０１５年６月、奈良県三郷町議会。 

 提出先 内閣総理大臣、衆議院議長、参議院議長。 

 以上でございます。 

       〔提案理由の説明〕 

議長（伊藤勇二） ただいま朗読の発議第１号について、提案理由の説明を求めます。

久保安正議員。 

２番（久保安正）（登壇） 憲法９条をこわす「戦争法案」の廃案を求める意見書につ

いての提案理由を述べます。 

 日本国憲法９条は、次のようにうたっております。第１項、日本国民は正義と

秩序を基調とする国際平和を誠実に希求し、国権の発動たる戦争と武力による威

嚇または武力の行使は、国際紛争を解決する手段としては永久にこれを放棄する。

第２項、前項の目的を達成するため、陸海空軍その他の戦力は、これを保持しな

い。国の交戦権は、これを認めない。憲法９条であります。 

 今、国会に国際平和支援法と平和安全法制整備法、いわゆる一括法が提出をさ

れ、審議をされております。一括法のうちの重要影響事態法と国際平和支援法の

二つの法案では、戦争中のアメリカ軍等への後方支援について定めようとしてお

りますが、これまでと何が変わるのか。これまでのアフガン戦争やイラク戦争の

際の自衛隊派兵の特別措置法では、いずれも自衛隊の活動場所は非戦闘地域に限

定されておりました。非戦闘地域とは、第１に、現に戦闘行為が行われていない、

第２に、活動期間を通じて戦闘行為が行われない。この二つの条件を満たす地域

とされておりました。それが、今回の２法案では、現に戦闘行為が行われている

現場では実施しないものとするという第１の条件だけとなり、第２の条件であっ

た活動期間を通じて戦闘行為が行われないという文案、条件は削除されておりま

す。さらに、捜索・救助活動については、この限りではない。このように述べて、

第１の条件の適用すら除外をしております。 
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 今は戦闘行為が行われていないが、行われる可能性のある場所や戦闘行為が行

われている場所まで自衛隊が行くということは相手から攻撃される可能性が大き

くなります。そのことについて、安倍首相は国会審議の中で、攻撃される可能性

が絶対にないわけではない。このように認めております。そして、攻撃に対して

は、安倍首相は自己保存型の武器の使用になると、このように述べて武器を使用

しての反撃についても認めております。これは、憲法９条の武力による威嚇また

は武力の行使は、国際紛争を解決する手段としては永久にこれを放棄する、これ

に違反するのではないでしょうか。 

 次に、一括法のうちＰＫＯ法（国連平和維持活動法）の改定についてです。 

 改定される主な点は、１つは、ＰＫＯ（国連平和維持活動）と関係のない国連

が統括しない活動、被国連統括型活動にも自衛隊が参加可能となります。２点目

は、新たに安全確保業務、これは治安維持活動のことですが、この安全確保業務、

それと駆けつけ警護の活動が、業務が追加をされます。３点目は、その任務遂行

のための武器使用も認められると。この３点であります。 

 アフガンに展開した国際治安支援部隊（ＩＳＡＦ）のような活動に自衛隊を派

兵し、治安維持活動などに取り組むことが可能となることについて、安倍首相は

国会審議の中で、掃討作戦をするような活動はできないと述べるだけで、参加そ

のものについては否定をしませんでした。ドイツは、軍の活動を自国の防衛のみ

としていた憲法とも言える基本法の解釈を変えてＩＳＡＦに参加をいたしました。

そして、１４０人を超えるアフガン市民を誤爆や誤射で殺害し、３５人のドイツ

軍兵士が自爆テロや銃撃戦で犠牲となりました。このことは、自衛隊員も殺し、

殺される戦闘を行うことになる危険性が格段に大きくなることを示しております。

国際紛争を解決する手段としての武力による威嚇と武力の行使を永久に放棄し、

国の交戦権を認めない、このようにうたっている憲法９条に違反する戦争法案で

あることは明白であります。 

 続いて、一括法のうち、武力攻撃事態法の改定で、存立危機事態には集団的自

衛権の行使が可能になることです。これまでの歴代自民党政権の憲法９条につい

ての見解は、日本への直接の武力攻撃に反撃する個別的自衛権は認められており、

従って、必要最小限の実力組織としての自衛隊は合憲である、しかし、集団的自

衛権は憲法上認められないと、これが歴代自民党政権の憲法９条に対する見解で

ありました。このことは皆さんもご承知のことと思います。にもかかわらず、安
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倍政権はこれを踏み越えて、憲法９条違反の集団的自衛権を行使する、このよう

に言っているのであります。 

 集団的自衛権を一緒になって行使することになるアメリカですが、アメリカは、

先制攻撃戦略を一貫してとっている国であります。これまでに１９８３年のグレ

ナダ侵略、１９８６年のリビアの空爆、１９８９年のパナマ侵略などの先制攻撃

を行い、それらについて国連総会にアメリカに対する非難決議が提出されました

が、日本政府はこれらのいずれについても棄権、反対に回りました。さらに、ア

メリカによる１９６４年のトンキン湾事件という捏造で始まったベトナム戦争、

大量破壊兵器の保有という捏造で行われた２００３年のイラク戦争について、日

本政府はアメリカを無条件に支持し、アメリカによる捏造であったことが明らか

になったあとも何らの反省も検証もしておりません。歴史的にアメリカの言いな

りである日本政府に集団的自衛権を行使してもいいですよというお墨つきを与え

るならば、アメリカが行った無法な先制攻撃戦争やベトナム戦争やイラク戦争の

ような間違った戦争に日本政府は今後一緒になって参戦する危険性が格段に大き

くなることは誰が考えても明らかだと思います。日本が集団的自衛権を発動して

アメリカとともに海外での戦争、武力の行使に踏み出すかもしれない。これが憲

法９条に違反することも明白であります。 

 以上、今、国会で審議されている国際平和支援法と平和安全法制整備法が憲法

９条に違反する戦争法案であることを述べました。この２法案は廃案にするしか

ありません。 

 最後に、昨日、衆議院の憲法審査会で立憲主義をテーマに憲法学者３人を招致

して参考人質疑が行われました。そのことは今日、新聞等で報道されております。

その中で、集団的自衛権行使を可能とする、先ほど述べたこの二つの法案につい

て、３人がそれぞれ次のように意見を表明いたしました。 

 自民党推薦の早稲田大学の教授、長谷部恭男教授であります。長谷部さんは自

民党推薦の参考人であります。集団的自衛権が許されるという点は憲法違反だ。

従来の政府見解の基本的な論理の枠内では説明がつかないし、法的安定性を大き

く揺るがす、このように述べました。 

 ２人目は、民主党推薦の慶応大学名誉教授の小林節さんであります。小林節さ

んが、憲法９条の改定論者であることは、皆さんこれもご承知のことと思います。

その小林節さんは次のように述べました。憲法９条２項で軍隊と交戦権は与えら
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れていない。憲法９条をそのままにして仲間を助けるために海外に戦争に行くと

いうのは憲法９条、とりわけ２項違反だ。このように述べました。 

 ３人目は、維新の党の推薦で早稲田大学の教授の笹田栄司教授であります。笹

田教授は、従来の政府の憲法解釈はガラス細工だが、ぎりぎりのところで保って

きている。今の定義ではそれを踏み越えてしまったので違憲だ。 

 このように今、国会で審議されている２法案について、いずれの憲法学者、自

民党の推薦の憲法学者も、この２法案は憲法９条違反だと明白に言っております。 

 以上、意見書についての提案理由です。よろしくお願いします。 

       〔議案朗読〕 

議長（伊藤勇二） 続きまして、日程第１５、「発議第２号、『国際平和支援法案』お

よび『平和安全法制整備法案』の廃案を求める意見書」を議題とし、事務局に朗

読させます。 

議会事務局長補佐（小村雄一） 朗読いたします。 

 発議第２号、平成２７年６月５日、三郷町議会議長 伊藤勇二様。 

 「国際平和支援法案」および「平和安全法制整備法案」の廃案を求める意見書。 

 このことについて、別紙のとおり提出いたします。 

 提出者 兼平雄二郎。賛成者 先山哲子、佐野英史。 

 日本国憲法は、悲惨な戦争と専制政治への反省から、平和と民主主義を求める

国民と世界の人々の強い願いによって生まれました。「戦争放棄」「戦力不保持」

を定めた憲法９条のもと、日本は７０年間にわたって戦争をせず、平和な生活を

享受してきた世界に誇るべき稀有な国として、国内外の多くの人々から熱い支持

を集めています。 

 安倍政権が、今国会に提出し、早期の成立を目指す「国際平和支援法」と「平

和安全法制整備法」は、日本が世界に誇る憲法９条の解釈を大きく歪め、世界の

人々からの信頼を勝ち得てきた基盤を根底から危うくするものです。 

 この度、安倍政権は、安全保障法制関連１１法案を一括して閣議決定し、国会

へ提出しました。これに先立ち、安倍首相はアメリカ上下両院議会での演説で「７

月までに制定する」ことを約束しました。国の命運を左右する重要な法案を短期

間で制定することは、余りにも拙速で充分な審議を期待することはできません。

国権の最高機関である国会での審議を軽んじる行為は、立憲主義を否定し、民主

主義を根底から覆す暴挙と言わざるを得ません。 
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 三郷町は、核兵器や戦争のない平和な世界を願って、昭和６１年９月に、「非核

平和都市宣言」を行い、毎年８月には平和堅持の意思を表明するイベントを開催

しています。その基盤には、日本国憲法９条に明記された平和主義、「戦争をしな

い国」への誓いがあります。 

 今回、安倍政権が国会に提出した上記２法案は、昨年７月に閣議決定を強行し

た集団的自衛権行使容認を具体化するもので、自衛隊を「何時でも」「何処へでも」

派遣でき、たとえ相手側から攻撃がなくとも先制攻撃をかけうる、という極めて

危険な事態をはらんでいます。他国の戦争に加担することにより、自衛隊員（自

国の若者）が「殺し、殺され」、無益な血が流されることがまさに現実になるので

す。 

 憲法９９条には、「公務員は、この憲法を擁護する義務を負ふ」と明記されてお

り、歴代の自民党政権でさえ憲法上できないとしてきたことも否定し、安倍政権

の恣意的な憲法解釈による集団的自衛権の行使容認、また、それを可能にする２

法案の制定は、憲法に違反するものです。 

 よって、本町議会は、憲法９条を守り、「国際平和支援法」および「平和安全法

制整備法」の法案を廃案にすることを求めます。 

 以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出します。 

 平成２７年６月、奈良県三郷町議会。 

 提出先 内閣総理大臣、衆議院議長、参議院議長。 

 以上でございます。 

       〔提案理由の説明〕 

議長（伊藤勇二） ただいま朗読の発議第２号について、提案理由の説明を求めます。

兼平雄二郎議員。 

４番（兼平雄二郎）（登壇） 私の説明は、発議１で説明されなかった観点からを、三

郷町住民の強い思いを背景に訴えたいと思っております。 

 まず、二つの法案が、わざわざ平和という言葉を使用していることの矛盾です。

武力行使と平和は言語としてはそぐわないし、過去の侵略戦争の時も東亜の、い

わゆる東アジアの平和のための戦争、それとか、聖戦、正義の戦争と言って国家

が国民をだまし、扇動し、歴史的教訓があります。戦争に平和と正義はあり得ま

せん。 

 私が教師時代、毎年のように教えてきたこの「黒い雨」という３００ページほ
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どの小説があります。それには、いわゆる被爆して亡くなった人を戸板で運んで

きたりして、その死体が山積みされている。その死体を物を投げるようにぽいぽ

いと焼いていく、そういう地獄のような光景がありました。その中で、こういう

言葉があります。「戦争は嫌だ。勝ち負けはどちらでもいい。早く済みさえすれば

いい。いわゆる正義の戦争よりも不正義の平和のほうがいい」。また、続いて、「わ

しらは国家のない国に生まれたかったのう」。これはまさに人間の尊厳をあらわす

言葉だと私は思っております。人としての叫びである。戦争中、坂口安吾のある

小説では、「死体がその辺にごろごろ転がっていた。その中に明らかに爆弾でない、

いわゆる自動車でひかれたような死体があった。それを平気な顔をしてみんな通

り過ぎていっている」という、そういう場面もありました。それはまさに、今、

どうでしょうか。そこに死体が転がっている、車でひかれておったら平気な顔を

して通り過ぎるでしょうか。まさにそれは人間性が損なわれているわけです。そ

れに対してこの「黒い雨」の叫びの言葉は人間尊厳の言葉と私は訴え続けてきま

したし、今も訴えたいと思っております。 

 また、よく古典の中で「平家物語」という作品は、下品な作品だとも言われる

ときがあります。その真意はなぜかわかっていただけると思いますが、戦いとい

うものをテーマに真の人間の崇高さは描けない。文学というのは人間の崇高さ、

人間を描くものですから、いわゆる戦いというものの中には、当然人間の崇高さ

は失われていくんだという意味で、学者によっては下品な文学だと言う方もいら

っしゃいます。いわゆる平和と戦争、それとか聖戦とか、正義の戦争はないのだ

ということを、まずここで強調させていただきたいと思います。 

 続きまして、三郷町は、非核平和都市宣言をしている点です。これは、議会で

の議決と同時に、三郷町住民の切なる願いと決意です。今この時点でも９条の会

三郷を初めとする種々の組織で、また、多くの住民が憲法９条の平和主義の持続

を願っています。 

 三つ目に、最後に、憲法９９条ですが、憲法の第１０章というのは、憲法は最

高機関と規定しています。いわゆる９７条、９８条、９９条。その中の９９条に

は、天皇または摂政及び国務大臣、国会議員、裁判官、その他の公務員は、この

憲法を尊重し、擁護する義務を負うとあります。まさに憲法を守ることは国民へ

の施政者の義務であることを示しております。行を少し往復しますが、先ほど久

保議員の説明の中で、安保法案は憲法違反だという、これは私のうちは毎日新聞
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ですけど、憲法違反だということがこの局面で今出てきたことは、私は喜ばしい

ことだと思っています。まず、今の局面でこれが出てきた、今日からの国会審議、

見ることができないので一応ビデオを撮ってありますが、どうぞ審議を十分お互

いに見て、慎重にこの問題を三郷町議会として考えて結論を出していただきたい

と思っています。 

 そして、これは少し付言しますが、私たちは今回のこの２法廃止法案に対して、

この２法は最悪の法案だと思いますが、戦争法案という名をつけてはおりません。

それはなぜかといいますと、発言とか論議の中での、そういう相手が冠した名前

を勝手に変えるということは、これは戦争の法案じゃないかと許されるでしょう

けども、私は文章というのは、たとえどんな文章であっても相手の書いたものを

勝手に書きかえてするということは、やっぱり私は言語に携わる者として品位に

落ちると考えております。だから、この２法案には徹底して反対です。反対だけ

れども、それを文章上書きかえるということはあえてしておりません。そのあた

りご理解いただいて、皆様のご賛同を得られることをお願いしたいと思います。 

 以上です。 

議長（伊藤勇二） 以上で、提案理由の説明を終結します。 

       〔審議日程及び委員会付託〕 

議長（伊藤勇二） それでは、審議日程及び委員会付託については、先般の議会運営

委員会において決定されておりますので、これを事務局に朗読させます。 

議会事務局長補佐（小村雄一） 朗読いたします。（別紙８７頁～９０頁） 

 以上でございます。 

議長（伊藤勇二） お諮りします。ただいま朗読のとおり、それぞれ所管の委員会に

付託の上、審議することにしたいと思います。ご異議ありませんか。 

       （「異議なし」の声あり） 

議長（伊藤勇二） 異議なしと認めます。したがって、ただいま朗読のとおり、それ

ぞれ所管の委員会に付託の上、審議することに決定しました。 

 ここで暫時休憩します。再開、１０時４５分とします。 

       休 憩  午前１０時２１分 

       再 開  午前１０時４４分 

議長（伊藤勇二） 休憩を解き、再開します。 

       〔一般質問〕 
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議長（伊藤勇二） 日程第１６、一般質問を行います。 

 三郷町議会会議規則（質疑の回数）第５５条、同一議員につき、同一の議題に

ついて３回を超えることができないと規定されています。また、（発言時間の制

限）第５６条の規定により、質問、答弁合わせて原則１時間以内と制限します。 

 一般質問の順番については、同規則第６１条第３項の規定により通告順としま

す。 

 それでは、通告順により質問を許します。各位のご協力のもと、運営が円滑に

なされますよう、よろしくお願いします。 

 なお、今定例会の一般質問において２件の関連質問があることを先般の議会運

営委員会で決定しています。 

 まず１件目、通告順１番、神崎静代議員の質問、２問目のごみ分別方法の変更

についての住民説明会をと、通告順４番、先山哲子議員の２問目のごみ分別につ

いて。 

 続いて２件目、通告順６番、佐野英史議員の３問目、町制５０年に向けてと、

通告順７番、辰己圭一議員の２問目、町制５０周年についてが関連とすることに

決定しています。 

 よって、議会運営の申し合わせのとおり、神崎議員の一般質問終了後、先山議

員の関連する質問は２回までとし、また、佐野議員の一般質問終了後、辰己議員

の関連する質問は２回までとします。 

 質問時間は、合わせて原則１時間以内とします。 

 それでは、１番、神崎静代議員。一問一答方式で行います。 

１番（神崎静代）（登壇） それでは、まず、１問目です。 

 小・中学校の普通教室の室内温度の調査をということで質問いたします。 

 地球温暖化の影響もあって、近年は夏の気温が３５度を超える日がたびたびあ

ります。児童・生徒の保護者から、普通教室にエアコン設置を求める声が上がっ

ております。文部科学省の学校環境衛生の基準によりますと、教室内の最も望ま

しい温度は、冬場は１８度から２０度、夏場は２５度から２８度であると定めら

れています。昨年の９月議会で佐々木議員が一般質問をした際に、小・中学校の

気温をはかったことがあるのかを質問されましたが、答えははかったことがない

ということでした。文部科学省の学校環境衛生の基準に照らしてみて、エアコン

が必要かどうか、検討するためにまず温度をはかって、教室の環境について調査
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すべきだと考えますが、町の考えをお聞かせください。 

議長（伊藤勇二） 窪教育部長。 

教育部長（窪 順司）（登壇） 神崎議員さんの１問目のご質問にお答えさせていただ

きたいと思います。 

 今回のご質問の内容につきましては、今、述べていただきましたように、平成

２６年第３回９月議会におきまして、当時の佐々木議員より同様のご質問をいた

だいております。回答は重複するところもございますが、よろしくお願いいたし

ます。 

 ご指摘のとおり、地球温暖化により、近年は夏の気温が３５度を超える日は珍

しくありません。本町では、昨今の暑さ対策として平成２１年度に地域活性化生

活対策臨時交付金を活用し、小・中学校全ての普通教室に各部屋２台の扇風機を

設置いたしました。また、近隣町の状況を見てみますと、王寺町、河合町、上牧

町、斑鳩町、安堵町の各町では、本町同様扇風機による夏場の暑さ対策を講じて

いるところでございます。一方、平群町では３校の小学校があるものの、平群小

学校のみが全ての普通教室にエアコンを設置されています。ご質問の普通教室に

エアコンが必要かどうかでございますが、普通教室の室温調査の実施につきまし

ては、平成２９年度着工予定の三郷中学校建替工事の際、エアコン設備の設置に

関する重要なデータとなることから、本町におきましても小・中学校の普通教室

において室温調査を実施する計画をしております。 

 具体的には、本年、夏休みを除く６月中旬から９月下旬にかけて予定しており、

調査箇所が偏らないよう、各階の両端及び中間から３カ所の教室を選択し、１日

のうち午前、正午、午後と３回程度の質問調査を予定しておるものでございます。 

 以上でございます。 

議長（伊藤勇二） 回答はいいですね。はい、１問目の質問は終了しました。 

 次に、２問目の質問に移ります。 

 １番、神崎静代議員。 

１番（神崎静代）（登壇） それでは、２問目の質問に移ります。 

 ごみ分別方法の変更についての住民説明会をということです。 

 ４月から、廃プラスチック、古紙、古布類の分別収集が始まりました。３月の

広報と一緒にごみカレンダーが配布された当初は、ごみカレンダーだけを１枚配

布し、何の説明もないので分別の仕方がわかりにくいという声があり、３月議会
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の委員会で取り上げましたところ、自治会を通じて回覧板を回したり、町の広報、

４月号、５月号で分別の仕方については説明がされました。しかし、その後も分

別の仕方だけではなく、なぜ廃プラを分別するのか、分別された廃プラは、どこ

で、どのように処理されていくのかなど、聞きたいことがいろいろあるので、説

明会をしてほしいという声がたくさんの方から寄せられました。ごみ行政の円滑

な運営やごみの減量には、行政と住民の協働、住民一人一人の取り組みが欠かせ

ません。自治体の仕事は、住民参加のもと、ごみの総排出量、とりわけ燃やすご

みをいかに減らすかを基本にごみの徹底した減量化計画を立て、実行することに

あります。 

 一方、住民の側にとっても、自分たちの出しているごみの実態について正確な

知識を持つことが出発点になります。住民からすれば、町がこの４月からこうい

う分別方法で収集をしますといきなり提起し、十分な説明もなく実施されている

ということに今のところはなっているわけです。住民は自分たちが出しているご

みの実態やどう処理されているのか、町がどのような計画を持っているのかなど

の情報をきちんと得ることでごみ問題への関心を高め、ごみ減量化に積極的に取

り組もうという気持ちになります。説明会を開いて住民の疑問に答えることでご

みを出す住民とごみを処理する町との信頼関係、協力関係ができてごみの減量化

が促進できると私は思っておりますが、町の考えはいかがでしょうか。 

議長（伊藤勇二） 西村環境整備部長。 

環境整備部長（西村敦司）（登壇） 神崎議員の２問目のお答えいたします。 

 最初に、本年４月から始めました廃プラスチック、古紙、古布類の分別収集に

ついて、準備不足から来る事前の説明不足で、自治会を初め住民の方々には大変

なご迷惑をおかけいたしました。この場をおかりいたしましておわび申し上げま

す。誠に申しわけございませんでした。 

 さて、分別された廃プラスチックはどこで、どのように処理をされているのか

ということでございますが、回収したものは全て清掃センターで一旦食用油やシ

ャンプー、洗剤などの容器類に代表される硬質なものと、菓子類や卵の容器など

に代表される軟質なもの、やわらかいもの、また、色つきトレーやカップ麺の容

器、ビニール等に、汚れのあるものを取り除いたり、貼付されたバーコード等の

紙類を切り取ったりしながら選別しております。その後、再生業者に無償で引き

渡し、処理施設においてプラスチック再生原料やＲＰＦという固形燃料に加工さ
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れているところでございます。 

 また、古紙、古布類でありますが、廃プラスチックと同様、清掃センターにお

きまして新聞、一般紙、雑誌、ダンボール、布類に選別し、それぞれ有価物とし

て再生業者に引き渡し、古紙類は主にトイレットペーパーやダンボールに、古布

類は主に繊維会社で溶解の上、再度繊維製品として再利用されているところです。 

 次に、これらのものを分別する理由でございますが、平成２年度から運用を開

始している現在の施設は既に２５年が経過しており、経費面の問題と建て替えが

非常に困難な状況で、施設の長寿命化は避けて通れない課題となっております。

このような中、循環型社会の形成を念頭に、焼却ごみを減らし、再資源化への取

り組みを進めているところでございます。 

 その第一歩といたしまして、平成２４年度から剪定枝や刈草のチップ化、堆肥

化等に取り組み、今年度にはペレットストーブや町営浴場のボイラーで燃料とし

て使用できる木質ペレットの製造にも着手いたしております。 

 また、平成２５年度に策定した一般廃棄物、ごみ処理基本計画におきまして、

可燃ごみの組成、種類を分析した結果、紙・布類が約４７％、ビニール、合成樹

脂、ゴム、皮革類が約１６％と、これらのごみで６０％以上を占めているという

結果が得られておりました。このことに着目し、今回、再生可能な資源ごみであ

る廃プラスチック、古紙、古布類の分別収集が早期に取り組むべき課題であると

判断し、開始させていただいたものでございます。 

 今後とも本処理計画に基づきまして、施設の長寿命化を進め、資源化を推進し

てまいりたいと考えております。そのためには、住民の方々のご協力なしで推進

することはできません。改めまして、わかりやすくごみの分別方法や出し方につ

いてご案内できるよう、また、収集体制や収集回数などの見直しを含め、現在検

討しているところでございます。今後とも可能な限り再生できる資源を有効活用

する方策や、これらに関する対する対策等を十分に検討し、早い段階で住民の方々

に対し事前に周知し、スムーズにご協力いただけるよう、今回のことを反省材料

として取り組んでまいりますので、ご理解のほど、よろしくお願いいたします。 

 以上でございます。 

議長（伊藤勇二） 再質問を許します。 

１番（神崎静代）（登壇） いろいろと計画に沿っていろんな収集方法なども見直しを

したりしてやっていくということで、そのことについては早くから皆さんに周知
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をしたいということでしたけれども、周知の方法について、１つは説明会を持つ

ということもあると思うので、私のほうは説明会をということで質問させていた

だきましたが、その件についてはちょっとなかったと思うので、その点について

ちょっとお答え願えますでしょうか。 

議長（伊藤勇二） 西村環境整備部長。 

環境整備部長（西村敦司）（登壇） 失礼します。 

 神崎議員の再質問にお答えします。 

 説明会はどうなんだというご質問だったと思います。それにかわるものといた

しまして、全世帯を対象にごみの出し方、また分別の仕方を詳しく冊子のような

もので保存版形式として作成するように、今、準備段階に入っております。でき

次第住民さんに、全住民さんに目が通していただけるような、そんな方法として

それがふさわしいのではないかなと、このように思っております。 

 以上でございます。 

議長（伊藤勇二） 再々質問を許します。 

１番（神崎静代）（登壇） わかりやすい冊子を作成して皆さんにお配りするというこ

とでしたけれども、その冊子を読みましても、また疑問とか、そういうことが出

てくるかもしれません。例えば福祉ふれあい出前講座のような、そういう町民の

方が主催者になって、町職員が出向いていってそういう説明をするとかいうよう

な制度が福祉のほうではあるんですけれども、そういった形でできないかなとい

うことも思います。十数年前だったと思うんですけれども、前に１回、廃プラス

チックを分別収集していた時期があるんですけれども、そのとき、私の住んでい

る夕陽ケ丘の住民の方が説明会をしてほしいということで、住民の方が中心にな

って、その当時の清掃センターのほうへお願いをして、東部自治会館のほうで説

明会というんですか、そういうのを開かれたことがあります。かなりの、自治会

総会よりもすごい人が集まったなと言われたぐらい、たくさんの方が、関心が高

かったのか、集まったことがありますので、要望があれば、やっぱりそういう形

ででも住民の皆さんに説明をしていただきたいなと思いますけれども、そういう

形でのことは可能でしょうか。 

議長（伊藤勇二） 西村環境整備部長。 

環境整備部長（西村敦司）（登壇） 失礼します。 

 神崎議員さんの再々質問にお答えします。 
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 ご提案いただいた方法で対応できるように検討してまいりたいと思います。た

だ、収集体制は班編制を組んでやっておりますし、資源物の再資源化に向けた取

り組みで非常に職員自体が時間を費やしている状況です。いろいろと調整させて

いただいたり、お願いすることもあろうかと思いますので、その節はご協力のほ

う、よろしくお願いいたします。 

議長（伊藤勇二） １番、神崎静代議員の質問は終了しました。 

 続きまして、関連質問として５番、先山哲子議員。 

５番（先山哲子）（登壇） 議長のお許しを得まして、私の関連質問に入らせていただ

きます。 

 半分は、今、神崎議員の質問に答えていただいたようです。近隣の自治体では

早くから分別、たくさんの分別、ごみ分別に取り組んでおりました。三郷はちょ

っと遅くなったぐらいですが、それにしてもエコに、要は有限資源活用のため、

また、可燃ごみを減らして焼却炉の延命にもつながるということで、この点では

評価をしたいと思います。それと、有償、無償の点でも無償ということでありま

したが、とにかく何事にも新しく取り組むこと、特に今回、私、廃プラスチック

ごみについてだけお聞きいたします。 

 廃プラスチックは、毎日たくさん出るわけですね。私たち主婦はひしひしと今

回のごみ分別で感じました。部長のほうは、可燃ごみが随分減って、６割ぐらい

減ったということですけど、私の周りとか私は、７割は廃プラでした。生ごみが

ほとんど少なくなりました。これ、もっと早く取り組むべきかなとは思いました

けれど。 

 それで、こういった取り組み、特に廃プラはややこしいですから、１年前に、

この４月から実施するのであれば１年前に周知を促すためにあらゆる手段、たく

さんあるわけですね。広報の掲載、また、自治会への依頼、また、こういったリ

ーフを配布。準備が１年前にすべきだったのではないかなと思います。部長が謝

られたのでこれ以上は言いませんが。最初はこれで大ざっぱで、本当にわかりま

せん。どういったことが、町のほうにたくさん質問が来たと思います。清掃セン

ターのほうにもたくさん来たみたいです。清掃センターに、私もちょっと文句を

言いに行ったんですが、後日、また全世帯にこういったものを配るということで

したので、これで随分わかりました。 

 それでもまだ、これだけではまだ不十分なところがたくさんあるんです。神崎
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議員がおっしゃるように、住民説明会、何かの折に出向くのも結構です。効果は

ありますけど、ほとんど来られません。それよりも全世帯に周知に行く方法をさ

れるほうが効果は十分です。これなんか、皆さんこれでよくわかったとおっしゃ

いました。最初これだけのときに、どういった内容の質問があったのか。大ざっ

ぱで結構です。私のところにもたくさん来ました。歩いていると質問攻めでした。

どういった質問があったのか、ちょっとだけ、大ざっぱで結構ですが、お聞かせ

いただきたいと思います。まず、それをお聞きいたします。 

議長（伊藤勇二） 西村環境整備部長。 

環境整備部長（西村敦司）（登壇） 失礼します。 

 先山議員のご質問にお答えします。 

 廃プラスチックの分別収集を開始した後、どういった内容の問い合わせがあっ

たのかというご質問であろうかと思います。 

 数多くいただいておりますご要望やご意見といたしましては、可燃ごみに含ま

れる大半が廃プラスチックである。収集回数をもっと増やしてほしい。４月の回

覧で回っていた分け方、出し方の内容ではわかりにくいので、もっとわかりやす

い内容で戸別に配布してほしい。高齢者や障害をお持ちの方には廃プラスチック

類の分別方法がわかりにくい。このようなご意見を多々いただいております。 

 以上でございます。 

議長（伊藤勇二） 再々質問を許します。 

５番（先山哲子）（登壇） それでは、これを配布してからは多分少なくなったと思う

んですよ。よくわかったと。また、よその自治体から転居される方もたくさんお

られます。分別方法は町によってまちまちです。だから、機会あるごとに広報と

か、時々は掲載、この分別ごみに対して掲載していただきたいと思います。 

 それと、カップラーメンは、白色トレーの割れるものは資源ごみで、色つきは

廃プラなんですけれど、白色でもパリッと割れる、ラーメンですね。皆さんよく

食べてられると思いますが、あれは再生できないんですね、資源のほうには。油

物は、再生するということは基本的にはきれいなものが基本です。それで、油物

は多分できにくいと思うんですよ。プラスチックのものとか硬質のものっておっ

しゃってましたけど、廃プラの中でね。洗ってもとれないものは可燃ごみに出し

てくれと書いてますけれど、当然洗う前からわかっているのがあるんですね。流

しできれいにして、例えば、シャンプーの中身をきれいに廃プラに出すために洗
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う、油物の瓶、また、そういったポリ系のものを洗う。そうすると、川を汚すわ

けですね。川の汚染は家庭が原因、８０％原因と言われております。廃プラの資

源ごみに出すために川を汚して洗って出すのか、その辺が矛盾があるわけなんで

すね。当然、油物とか汚れのひどいものなんか、カップラーメンもちょっと調べ

てください。これは多分再生できるかどうか。キノコもだめなんですね。キノコ

の入っている、フィルムが入っているのも。そういったもの、最初から当然洗っ

ても無理、汚れのひどいもの、油系とか、そういったものは最初から川を汚す原

因になりますから、洗わないで、もとから可燃ごみに持っていくように、ちょっ

とこれもあわせて呼びかけのときにわかるように表示していただきたいなと思い

ます。これは可能でしょうか。 

 それと、先ほど部長がおっしゃったように、生ごみは私たちは３割になりまし

た、今までの。廃プラが毎日出るわけですね。小さい字でマークが出てるのはわ

かりますけれど、大体わかってきました。薬のシートも廃プラです、ほとんどね。

わからないのがあるんですね。何も表示してないもの。そういったものの区別、

例えばサランラップはどうなのか。中のですよ。それとか、シールとか、紙がぺ

たーっと張りついているのがありますね。めくって出そうと思うんですけれど、

剥がし切れない。剥げないのがあるんです。それは清掃センターでわざわざ人的

にはさみで切ってその分は外しているということなんですが、そしたら、町で、

全町からばーっと清掃センターに集まると、すごい量になるわけですね。各家庭

で呼びかけたら、我がうちのごみなんか、手間であっても家で切ればしれたもの

ですわ。でしたら、できるだけそういうことを呼びかけ、切って出してくれ。紙

が剥がれないものとか、そういったこともまた手間が、清掃センターの手間が省

けます。人件費も浮きます。そういったこともあわせて今後掲載する場合、呼び

かける場合は、そういうこともあわせて表示していただきたいと思います。 

 それと、生ごみは減って、廃プラがすごい量なんですね、中にはにおいのちょ

っとついているものもあるわけです。私なんかはすごい量なので、うちは夫婦２

人だけでもすごい量です。家族の多いところは相当な量というのを聞いています。

そしたらごみ、月に２回しかありませんので、ちょっとガレージの所、庭先に置

くと、ネコとか何か、とにかくにおいもするということで、経費もかかるわけで

はありますが、週１回、廃プラは収集してもらえないかという意見が多かったで

す。これは可能かどうか、お答えください。 
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議長（伊藤勇二） 西村環境整備部長。 

環境整備部長（西村敦司）（登壇） 失礼します。 

 先山議員の再々質問にお答えします。 

 いろんな住民さんからご意見をいただいています。このようにご意見をいただ

けるということは、ごみ問題に関心をお持ちいただいているからこそと受けとめ

なければならないと、このように思っています。これまで以上に親切、丁寧な説

明が必要であると認識しております。 

 議員の質問にありました、洗っても無理なものはこうして出してくださいね、

紙を切って出してくださいねというようなことにつきましては、神崎議員の答弁

で申し上げましたとおり、ごみの分別、また、出し方、この冊子の中で分別が必

要な理由であるとか、その出し方も含めて、そして各品目、どんな品目が廃プラ

に当たるんだよとか、再生資源のものに当たるんだよとか、燃えるごみに当たる

んだよとかいうような説明ができるような、そんな冊子を今計画しておりますの

で、その方向でご理解いただきたいなと思います。 

 そして、回数の件につきましては、当初申し上げましたように、ごみの出し方、

分別の仕方の冊子をつくるのと同時に、収集体制も考えながら回数のほうも検討

しているという答弁をさせていただきました。その方向で進んでおりますので、

もうしばらくお待ちいただきたいと思います。 

 以上でございます。 

議長（伊藤勇二） １番、神崎静代議員の質問と、５番、先山哲子議員の関連質問は、

以上をもって終結します。 

 ２番、久保安正議員、一問一答方式で行います。 

 久保議員。 

２番（久保安正）（登壇） スーパーヤオヒコの買い物客による県道信貴山線の車の渋

滞と勢野北口駅前道路の放置自転車についての対策の強化ということで質問させ

ていただきます。 

 スーパーヤオヒコですけども、地域住民の買い物に大変役立っております。し

かし、大売り出し開始日の土曜日の午前中など、駐車場に入るのを待っている車

によって県道に渋滞がたびたび発生しております。それから、勢野北口駅前道路

には、放置自転車禁止区域であるにもかかわらず、買い物客の自転車やバイクが

常時と言っていいほどとめられております。町もこれまでに幾度もヤオヒコに対
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策を求めてきたことは承知しておりますが、なかなか解消されておりません。町

として対策の強化をはかる必要があると思いますが、いかがでしょう。 

議長（伊藤勇二） 西村環境整備部長。 

環境整備部長（西村敦司）（登壇） 久保議員の１問目にお答えいたします。２点のご

質問をいただいたように思います。 

 まず１点目、県道信貴山線の渋滞についてでございます。 

 土曜日等に行われる売り出しによって信貴山方面行きの車線で、多いときには

勢野跨線橋を越え、東信貴ケ丘入口、さらには紀川医院付近まで渋滞が発生する

場合もございます。スーパーとしても交通整理員を配置されていますが、地域住

民の方々にとりましては安全性に対する不安や通行の不便を感じておられること

は町としても認識しているところです。 

 先日、本件につきまして、駐車場確保の視点からの対策について県に相談をい

たしました。大規模小売店舗立地法に抵触するようであれば、県から是正指導は

可能だが、本スーパーについては建物内の小売店舗面積が対象面積、これは１，

０００平米になりますが、超えていないため、指導は難しいということでござい

ました。 

 さらに、郡山土木事務所に対し、道路管理者の立場からの指導を申し入れたと

ころ、警察と相談し、改善に向けアクションを起こす旨の回答をいただいている

ところでございます。 

 また、町からは、西和警察署にも相談しておりますが、先日、本店に出向き協

議を行った際に、既に警察から渋滞に対する申し入れがなされている旨を伺って

まいりました。引き続いて、警察、県と連携し、改善の要求を行ってまいります。 

 次に、以前より委員会でのご指摘を受けております買い物客による勢野北口駅

前の自転車等の迷惑駐輪のご質問でございます。 

 これまで本スーパーへは幾度となく足を運び、改善を求めておりますが、解決

できていない状況です。町としてもフェンス等に駐輪禁止区域の掲示を増やした

り、違法駐輪対策として全国的に成功事例が見られた利用者のモラルに訴えかけ

る方法として地元の小学生の描いた啓発ポスターを路面に貼付するなど、昨年、

秋に試みましたが効果があらわれていない実情です。 

 具体的な対策として、先日、本店での協議の場において、当該道路からスーパ

ー敷地内の駐輪場へのアクセス方法や、買い物客に駐輪場まで誘導等を徹底して
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いただく、このような方法を検討するように申し入れをしてまいりました。その

結果を検証しつつにはなりますけども、現状の自転車等放置禁止区域での放置車

両の撤去方法では、一時的な駐輪に対してなかなか求める結果が得られないのが

現実でございます。即時撤去を取り入れるなど、厳しい対応も検討していかなけ

ればならないと、このように考えております。 

 以上でございます。 

議長（伊藤勇二） 再質問、よろしいですか。 

 はい、１問目の質問は終了しました。 

 続きまして、２問目の質問に移ります。 

 ２番、久保安正議員。 

２番（久保安正）（登壇） 広報「さんごう」への海上自衛隊入隊者の紹介記事、「こ

の国を守りたい」の掲載は適切かということで質問をさせていただきます。 

 行政情報の住民への提供媒体の一つとして広報「さんごう」が毎月発行され、

住民生活に役立っております。ところが、５月号の広報ですけども、５月号の広

報の４ページですけども、ここに海上自衛隊に入隊することになった町民の紹介

記事が、自衛隊奈良地方協力本部長と一緒に町長を表敬訪問した際に撮影された

写真を添えて、「この国を守りたい」というタイトルで掲載されました。広報５月

号が発行された５月１日の時点では、安倍政権による集団的自衛権行使のための

戦争立法が国会に提出され、これからの日本のあり方や自衛隊の活動などをめぐ

って国論を二分する議論がなされようとしていた時期でした。そのようなタイミ

ングで海上自衛隊への入隊という１人の町民の公務員への就職をわざわざ広報に

掲載する意図は何ですか。お答えをいただきたい。 

 また、私は、この記事は行政情報の提供を主とする広報への掲載は適切ではな

いというふうに思っておりますが、それについてのお考えをお聞かせください。 

議長（伊藤勇二） 池田総務部長。 

総務部長（池田朝博）（登壇） それでは、久保議員の２問目のご質問にお答えをして

まいりたいと思います。 

 ご質問の本年５月、広報「さんごう」の掲載記事についてでございますが、ご

指摘の記事を広報紙に掲載した理由は、議員ご指摘のように、海上自衛隊に入隊

されたからという考えからではなく、あくまでも町長に表敬訪問に来ていただい

た住民の方をご紹介するという趣旨で掲載したというものでございます。これま
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でも各種大会やコンクールへの出場参加、また、それぞれの結果報告などでさま

ざまな内容によりまして多くの町民の方々が町長を表敬訪問されることがござい

まして、その際、広報紙の掲載紙面の関係上もございますが、でき得る限り掲載

するようにこれまでも努めてきたところでございます。 

 そのような中、現在、国会において議論がなされております集団的自衛権の問

題と今回の自衛隊入隊の表敬訪問とは直接関連するものではなく、また、内容も

ご本人の入隊へのきっかけや、本人の思い入れを記事とさせていただいたもので、

集団的自衛権の賛否を誘引する関係など全く持たずに掲載したところでございま

す。 

 しかしながら、国全体で議論の渦中にあるこのタイミングでの広報紙の掲載に

もう少し配慮が必要でなかったのかというご意見だと認識をしております。今後

とも広報の掲載につきましては、適切に対処してまいりたいというふうに考えて

おります。以上でございます。 

議長（伊藤勇二） 再質問を許します。 

２番（久保安正）（登壇） 町長に対する表敬訪問だったということで、これまでも広

報にその記事が掲載されたことは、私も十分承知をしております。ただ、それは

大体、例えばスポーツであるとか、文化であるとかということで、町民の皆さん

が見ても、いわゆる違和感は感じない方々が表敬訪問されたときに出てたという

ふうに、大半はそうだったんだろうと思います。今、先ほど部長から答弁があり

ました。ちょっと歯切れの悪い答弁かと思いますけども、やはりこういう時期に

こういう、先ほど申し上げましたけど、海上自衛隊に一、要するに公務員として

就職するという、これはことであって、幾ら表敬訪問があったからといって、こ

れを町民の皆さんに広報で、いわゆる周知をするというのか、そういう性質のも

のではなかろうと思います。なかなか答弁しづらいことはあるんでしょうけども、

今後、十分に配慮をして掲載記事については検討していただきたいというふうに

思いますが、いかがでございましょう。 

議長（伊藤勇二） 池田総務部長。 

総務部長（池田朝博）（登壇） 久保委員の再質問にお答えをさせていただきたいと思

いますが、冒頭でも申し上げましたとおり、意図を持って掲載したものではない

ということ、また、タイミング的にも本当に適正であったのかというようなご意

見もいただく時期であったというふうに認識をしております。このことから、冒
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頭、先ほどもお答えを申し上げましたとおり、広報の掲載の記事の内容等々につ

きましては、十分に内部で検討した上で適切に、これが掲載して皆さんにお知ら

せすべき内容なのかということも含めて検討した上で対処してまいりたいという

ふうに考えております。 

 以上でございます。 

議長（伊藤勇二） ２問目の質問は終了しました。 

 ２番、久保安正議員の質問は、以上をもって終結します。 

 それでは、続きまして、３番、南 真紀議員。 

３番（南 真紀）（登壇） ありがとうございます。すみません。 

 坂道が多い信貴ケ丘や城山台の住民から、買い物が本当に大変です。年もとっ

てきていますし、ますます買い物が困難になっています。以前は信貴山下駅前に

も店があったのに、今はそれもなくなってしまい、近くに店が欲しいです。現在

は遠くの店へ行くために交通費もかかり大変です。近くに店をという希望が無理

なら、無料で連れていってもらえて、買い物をしたあとも送ってもらえるように

はならないでしょうか。買い物は自分の目で見て、手にとって選びたいし、何と

か買い物しやすくならないでしょうかという声がたくさんあります。これまでた

びたび議論されていると思いますが、町のお考えをお聞かせください。よろしく

お願いいたします。 

議長（伊藤勇二） 池田総務部長。 

総務部長（池田朝博）（登壇） 南議員のご質問にお答えをしてまいりたいと思います。 

 まず初めに、信貴ケ丘や城山台の近くに買い物ができるお店をというご質問で

あろうかというふうに捉えておりますが、議員おっしゃるように、以前には信貴

ケ丘や城山台地区にお住まいの方が歩いて買い物に行くことのできる小売店がご

ざいました。しかしながら、店舗の大型化が進み、買い物にも自家用車をご利用

して行かれるというようなことが多くなって、十分な駐車場が確保できない店舗

等につきましては、それらが理由によってということで店舗を閉じられるという

ような経緯があり、その後は買い物のできる店舗が信貴ケ丘や城山台地区にはな

いというのが現状でございます。 

 これまでも議員の方々や住民の方々からも近くに買い物ができるお店を何とか

ならないのか。このようなお声を聞きますが、信貴ケ丘や城山台地区には駐車ス

ペースを十分に確保できるような、そういう適切な場所というのがなかなか見当
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たらないのが現状でございます。 

 また、行政が民間事業者を誘致するということになりましても、数々のハード

ルといいますか、問題もあろうかというようなことを考えておりまして、新たな

店舗の開設というのはなかなか難しいというのが現状であると考えております。 

 次に、無料で買い物に行ける方法はないのかとのご質問であろうかというふう

に捉えておりますが、過去に議員の方々や住民の方々からご要望をいただく中で、

町から奈良交通に多額の補助金を支出する形での町内循環バスを平成１５年から

運行したことがございました。しかしながら、運行開始当初から利用者がなかな

か多くならず、その後も利用者の伸びがなくて、場合によれば空気を運んでいる

とやゆされるような表現もいただくようなこともございました。そこで、地域公

共交通の抜本的な見直しと、本町の状況に最も適した新たな地域公共交通として、

議員もご承知のとおり、予約制乗り合いタクシーの運行を開始させていただいた

ことは十分にご存知をいただいていると思いますが、先の抜本的な見直しに際し

ましての基本的な考え方の中には、将来にわたって持続可能な公共交通の確保、

確立、これを重点に検討してまいりまして、利用者の方々にも一定の負担を公平

に、平等に求めることによりまして将来にわたり持続可能な地域公共交通として

存続できるようなシステムを考えたのが予約制乗り合いタクシーでございます。

したがいまして、ご質問にいただきました公共交通の無料化ということに関しま

しては、その観点からは考えておりません。 

 では、買い物に出かけるのが困難な方々にどのような方法で買い物することが

可能なんだというようなことになろうかと思いますけども、その一例として、実

際に店舗といいますか、事業所で実施されている手法が何パターンかございます

ので、ここでご紹介を申し上げたいと思うのですが、まず、その代表的なものと

して買い物代行サービスや戸別宅配サービス、これを実施している事業所さんが

ございます。 

 まず、買い物代行サービスと申しますのは、電話で発注した商品をその日のう

ちにご自宅へ届けていただけるというサービスで、極端な話、牛乳１本からでも

ご利用いただけるというようなことでございました。 

 また、電話の注文ではなくて、ご本人が手にとって商品を見たいというような

こともおっしゃってましたが、店舗で買った商品が、例えばお年寄りの関係上、

液体類であるとか、牛乳であるとか、大変重たいものがある場合、それを持って
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かえるのが大変だというようなケースもあろうかと思うんですけども、このよう

な場合に、お買い上げ商品の配達サービスというのを実施している事業所もあり

まして、こちらも、例えばお店で買われた商品はその日のうちにご自宅のほうへ

お届けをいただけるというようなサービスもあるというふうに聞いております。 

 また、これらとは別に、戸別宅配サービスというのを実施している事業所もご

ざいます。これは、あらかじめ商品案内カタログという冊子がご自宅に届くよう

でございます。その冊子の中から希望される商品を注文書等に明記をして、数量

と品物の数を書いていただく。それを提示することによりまして、決まった曜日

に指定場所、もしくは戸別のご自宅の所まで商品をお届けいただけるサービスを

展開しているというような事業所もございます。 

 加えまして、先月末に、ちょっと新しい情報ですが、日本郵政さんが大手スー

パーと買い物支援サービスの提携を行い、現在、都市部だけで試行されていくよ

うですが、このサービスを順次全国展開に広げていきたいというようなことで考

えておられるというような情報も入ってきているところでございます。 

 このほかにも車両を利用した簡易な移動スーパーのようなサービスを提供して

いる小売店さんもあるようですが、生鮮食料品の冷蔵・冷凍の品質管理や品ぞろ

えにコストがかかり過ぎることから、あまり普及は進んでいないというような事

例もあるようでございます。 

 いずれにいたしましても、本町では多様な地域公共交通がございます。それと

あわせまして、先ほどご紹介申し上げました各種の事業所が展開をされています

各種サービスの組み合わせなどをうまくチョイスしていただくことによりまして、

個々個人様に合った買い物をしていただけるのではないかというふうに考えてい

るところでございますので、これらの内容をフルに活用いただければというふう

に考えるものでございます。 

 以上です。 

議長（伊藤勇二） 再質問を許します。 

３番（南 真紀）（登壇） 近くに店舗がなく、食料を買うのも困難な買い物弱者と言

われる住民の方々が、私たちが住んでいる信貴ケ丘や隣の城山台などにもいらっ

しゃるということは、町も十分にわかってくださっていると思っています。 

 答弁で、現状では新たな店舗の開設は難しいとのことですが、今後、新しい店

舗が少しでも可能性が出てくることがあれば、そのときはぜひご尽力していただ



 －33－

きますよう、よろしくお願いいたします。 

 次に、無料で買い物に行ける方法については、無料ではないが、予約制乗り合

いタクシーもあるので利用してほしいということですが、将来、国や県から地域

公共交通に対しての新たな補助制度などができるようなことがあれば、予約制乗

り合いタクシーの利用料の引き下げも検討していただきたいと思いますが、いか

がでしょうか。 

 それから、買い物に出かける困難な方々に、ほかにどのような方法があるかと

いうことで、町の方も事業所に問い合わせをしていただき、買い物代行サービス、

宅配サービスなどを設置している事業所があることを先ほど答弁いただきまして

ありがとうございました。私も予約制乗り合いタクシーの運行範囲である六つの

スーパーなどに足を運びまして、そのうち三つの事業所が宅配サービスなどを設

置していることがわかりました。 

 また、このようなサービスがあることについて地域住民の方々にお知らせする

ことについて信貴ケ丘の自治会長さんにも相談に行っております。今後、また町

のお力をおかりしなければならないことが出てくるかもしれませんが、そのとき

はまたぜひよろしくお願いしたいと思います。 

議長（伊藤勇二） 池田総務部長。 

総務部長（池田朝博）（登壇） 南議員の再質問にお答えをしていきたいと思いますが、

質問の中身が多岐にわたっておりますので、どこからお答えしようか、今ちょっ

と頭の中で迷っておりますが、まず、町内、信貴ケ丘、城山台での、例えばお店

を開設する動きがある場合に何か町でできることはと。町がそこに誘致というの

はなかなか難しいだろうけども何かそういう事案があったときには町の協力もね

というようなご意見、それからあと、一番最後のほうでおっしゃった、例えば各

事業所が行っている配送サービスなり、そういう各、こんなサービスがあるよと

いうようなことでそういう周知といいますか、ご案内といいますか、そういうこ

とに関しても自治会等々から申し出があればご協力をというようなことであった

かというふうに私は捉えました。 

 両事業とも行政でございますので、先ほどの説明でありましたように、各サー

ビスの実施事業所はこちらで把握をしておりますが、こういう公の場で個人商店

名であるとか、そういうところはやはり差し控えないかんというのが我々の考え

でございます。したがって、我々のできる範疇であれば、これは協力をさせてい
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ただくことはやぶさかではございませんけども、やはりその辺は制限も一部かか

るということもありますので、何もかもがご協力させていただけるかどうかとい

うのは別でございますけども、可能な範囲でお手伝いはできるのではないかなと

いうふうに考えておるところでございます。 

 さて、真ん中でのご質問であったと思います。要は、今、路線バスに対して、

それも自治体間をまたぐ、例えば複数の自治体をまたぐ運行をされる路線バスに

関しての国・県への補助金がございます。そういう路線バスへの補助金が、例え

ば三郷町が運行しております予約制乗り合いタクシー、デマンド交通と呼ばれて

ますが、そういうものにまで、例えば補助が出ないのか。また、出た場合には、

その補助が出るんやったら料金を下げられないのかというご質問であったかとい

うふうに捉えておりますので、その趣旨でお答えをしていきたいと思うんですが、

本町が実施をしております予約制乗り合いタクシーと運行形態は異なるわけです

けども、全国各地で同様の地域公共交通があちこちで運行されているというふう

に聞いております。また、県内に目を向けまして見てみますと、田原本町さん、

それと香芝市さん、この両自治体のほうで、ちょっと形態は若干違うところがご

ざいますけども、同じように似たような乗り合いタクシーを運行されております。

このことから、路線バスに対する補助制度がございます関係上、毎年県に対して

も、県予算に対する要望ということをさせていただく機会がございます関係上、

三郷町から地域公共交通として運行しております乗り合いタクシーへの助成も検

討願えないかということを昨年度から申し出ております。ただ、これに関しまし

ては、まだいい県からのご返事はいただけてないということで、それとあわせま

して、路線バスというのは全国あちこち、また、県内でも山間部を含めての運行

というのが主になっておるわけですけども、地域公共交通としてのデマンド運行

というのはまだまだ事例が少ない関係上か、なかなかそこまで補助というのは認

めていただきがたい状況にあるのかなというふうには思っております。したがっ

て、まだ補助は受けれてない状態でございますので、また、先ほども申し上げま

したように、一番基本となるのが持続可能なということで、この制度は引き続き

続けていかないかんと思ってますので、やはりその辺は補助が出るまでもといい

ますか、要は、ご利用される皆様にご負担をいただくというのを原則にしてまい

りたい。その一方で、県・国に対して、機会がございましたら、例えばバスと同

じようにデマンド交通、乗り合いタクシーにも補助をしてほしいんだ。そうする
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ことによって地域の公共交通が充足されるというようなことで、より一層アピー

ルはしてまいりたいというふうに思っております。答えになっているかどうかわ

かりませんが、以上で回答とさせていただきます。 

議長（伊藤勇二） よろしいですか。 

 ３番、南 真紀議員の質問は、以上をもって終結します。 

 ここで、暫時休憩します。再開は午後１時といたします。 

       休 憩  午前１１時４６分 

       再 開  午後 ０時５８分 

議長（伊藤勇二） それでは、休憩を解き、再開いたします。 

 それでは、５番、先山哲子議員。 

５番（先山哲子）（登壇） 議長のお許しを得まして、私の２問目の質問に入らせてい

ただきます。 

 選挙の投票率についてでございますが、今年は全国統一地方選挙の年であり、

当町では町議会選挙も執行されましたので、都合、合わせて４月には２回の選挙

がありました。知事・県議選は、全国的にも最低の投票率を更新したことはご存

知のとおりでございます。また、２６日投開票の町議選は、住民にとっては生活

にかかわる一番身近な選挙にもかかわらず、投票率は全国６４．３％に対し、三

郷町では５０．８３％という投票率でございました。よほどのやむにやまれぬ理

由がない限り、国民、住民は、やはり選挙には行くべきと考えております。特に

この近隣の町におきまして、三郷町は最下位でございます、投票率が。この現状、

投票率の低さに関しまして、これは町にはあまり、ちょっとは関係しますが、住

民の意識ということが一番大事かなと思いますので、町としてはあまり責任はあ

りませんが、この投票率の低さ、三郷町はですよ、やっぱり近隣の町の方にも三

郷町は低いなということでちょっと恥ずかしい思い、残念な思いをしております。 

 このことに関して、三郷町ではどのように投票率の低さを捉えておられますで

しょうか。例えば、知事・県議選におきましては、全国も最下位を更新はしてお

りますが、奈良平均５１．０５％に対し、三郷町は５０％を切っております。近

隣の町、生駒郡、あと葛城郡は、上牧を除き５０％台、中身はいろいろでござい

ますが、そのことはまた後ほど申しますが、このことをどのように捉えておられ

てますでしょうか。以前は、啓発として広報、車ですね、車で投票の呼びかけの

車を回しておられたと思います。現在はしておられるかどうか。また、防災無線
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での投票の呼びかけはされておりますでしょうか。この確認もあわせてお願いい

たします。 

議長（伊藤勇二） 池田総務部長。 

総務部長（池田朝博）（登壇） それでは、先山議員のご質問にお答えをさせていただ

きます。 

 質問の中にもございましたとおり、先の統一地方選挙におきまして、４月１２

日には奈良県知事及び奈良県議会議員選挙が、また、４月２６日には三郷町議会

議員選挙が執行されました。各選挙での投票率を４年前の前回と今回とを比較い

たしますと、県知事選挙では、前回が５０．３４％に対し今回は４８．６８％、

県議会議員選挙では、前回５０．２８％が今回４８．１８％に、そして、町議会

議員選挙でも、前回５３．６％であったものが今回は５０．８３％と、いずれの

選挙におきましても前回より投票率が低下をするというような結果となりました。

今回の統一地方選挙に際しましては、町の広報紙で選挙期日や投票所の案内を、

また、町ホームページでは、立候補者のウェブサイトのアドレスを含めた情報を

掲載したほか、有権者の投票の機会を周知するため、期日前投票や郵便投票、滞

在地投票、病院等での施設投票など、いわゆる不在者投票につきましても種々ご

案内をさせていただいたところであります。 

 また、県知事選挙及び県議会議員選挙では、三郷町から奈良県内に転出された

方には一定の要件のもとではございますけども、当町で投票することとなります

ことから、該当される方には個別に案内文書も発送し、投票所の間違いがないよ

うにということ、また、投票の機会を失わないようにということで個別通知もさ

せていただいたところでもございます。 

 加えまして、啓発活動といたしまして、明るく正しい選挙を推進するため、１

５名の委員から構成されております三郷町明るい選挙推進協議会を設置いただい

ておりまして、県知事選挙及び県議会議員選挙前には、役場１階窓口で啓発物品

を配布させていただいたり、また、町議会議員選挙前におきまして、４月２３日

は木曜日でございましたが、午後５時３０分から町内の駅前諸所におきまして街

頭啓発も行っていただいたところでございます。 

 しかしながら、当町だけではなく、近年、国政選挙、また地方選挙を問わず、

全国的に投票率の低下には歯どめがかかっていないというのが現状であり、啓発

もさることながら、選挙に対する有権者の政治的関心を高めることが重要な課題
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になっておるというふうに考えるところでもございます。特に２０代、３０代で

の若年世代での投票率が他の年代と比較して特に低い傾向にあり、来年７月執行

の参議院議員通常選挙からは、投票権が現行の二十から１８歳に引き下げられる

予定であることからも、この若年世代に対しまして政治、選挙への関心を持って

いただくことを特に重点課題とし、従来の方法にとらわれず、インターネット等

もフルに活用し、創意工夫をして取り組む必要があると考えておるところでござ

います。 

 また、生駒郡４町におきましても投票率の低下は共通の課題でありますことか

ら、郡内４町の選挙管理委員会の委員及び事務局等で構成をしております生駒郡

選挙管理委員会連合会の会議や研修の場を最大限活用するとともに、他の自治体

の先進事例や各種団体の成功事例等々も参考にしながら投票率向上に向けて今後

も継続的に取り組みを進めてまいりたいというふうに考えております。 

 それと、選挙公報の周知手段として議員からご質問がいただきました広報車の

巡回、また防災行政無線を通じての周知方法等々についての実施状況でございま

す。議員もおっしゃってられましたように、以前には広報車を使いまして町内を

選挙がある旨、広報通知をして回ったというようなことも過去にはあったと聞い

ております。また、一部の自治体におきましては、選挙の投票を促す防災行政無

線での放送もされている所があるというふうにも聞いてはおりますが、直近の、

今申し上げた選挙等々では、実際に広報車の巡行はしておりませんし、防災行政

無線での啓発も現在は行っていないというのが現状でございます。 

 以上でございます。 

議長（伊藤勇二） 再質問を許します。 

５番（先山哲子）（登壇） 今ほど部長がおっしゃられた生駒郡４町でも、ほかの３町

も投票率は低下の傾向とおっしゃられましたが、その中でもご存知のように、平

群は大方６２％近いです。斑鳩も５７．４４、安堵町も６０．７６％。いろいろ、

平群６２．５２％ですか、これぐらいだったら、まだ前回の三郷町の町議会選挙

よりもまだいいんですね、それでも。いろいろと調べてみました。そしたら、原

因もちょっとわかってきたんですね。ずっと調べていろいろと聞きましたら、ほ

とんどの町は防災無線で前もって呼びかけ、また、投票当日も行きましょうとい

う呼びかけと、さらに街宣車、広報車を回しております。町によっていろいろな

んですが、午前中１時間半から２時間、午後からも同様に回っていると。中には
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県関係、知事選とか県会の場合は県からのテープがありますね。それを流す。町

議会選挙の場合は、どなたか職員が吹き込んだのを、テープを流すと。また、直

接生声で声を発生する場合も、所も、時々ある所もありました。それで、とにか

く平均で１時間以上、午前、午後に分けていい所は回っておられます。結構投票

率、６０パーを超えているのに、それもまた投票率を見ながら、投開票日に悪け

れば、次回の選挙はさらに力を入れると、努力をするという町もございました。 

 それで、例えばですね、たくさんあるので言いませんが、この北葛城郡、生駒

郡におきまして、投票率のいい所はそのように回っております。もちろん職員の

業務もありますけれど、わずか数年の間に５日間、町議会選挙であればわずか５

日間ですね。また、投開票日１日、都合６日、合計６日間、ほかの県知事選挙と

か県会の場合、もうちょっとありますけれど、数年にわずか数日間のことであり

ますし、投票率はやっぱり上げるべきだと。そういうことでいろいろ皆さん努力、

それぞれの管轄の課の方は努力されております。職員だけで交代で回られると、

担当の職員が回られる、職員だけで回られるという所もありました。あと、明推

協、明るい選挙推進協議会ですか、明推協の方が職員と１人同乗、または明推協

の方が２人同乗とか、とにかくすごく回ってはります。やっぱり回れば効果が出

ているということがわかりました。 

 例えば、郡の中のある町では、投開票日当日も物すごく回って、４時間回って

いる所もありましたね。とにかく告示日後、その日から回っている。投票日当日

も行きましょうと回っている。というのは、私、ある住民から、三郷って選挙が

あるん、こういうことを言われる方が２、３人いてはりました。これはちょっと、

これだけ選挙のときは、統一選挙はいろんなメディアでも騒いでいるんですから、

もっと関心を持ってもらわなあかんのですけども、そういう方もおられました。

北葛も投票率、巡回している所はすごくよかったです。ある町、Ｋ町、こう言え

ばわかると思いますが、そこは三郷町と同様、ほぼ一緒の投票率なんですね。そ

れで調べてみましたら、やっぱり車は回しておりません。１日３０分だけ回すそ

うです。それは、防災無線の呼びかけをしているんですけども、それが聞こえな

い、届きにくい地区だけを回っているということでした。やっぱり町全体は回っ

ておりませんでした。 

 そういうこともありますので、大変とは思いますが、また明推協の方の協力も

得られれば一緒にまた町のほうもいろいろと創意工夫をしていただいて、今後の
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選挙、来年からは１８歳以上の方も参政権がありますので、投票率は若干は増え

るかもしれませんけれども、とにかく投票にできるだけ行っていただく、投票率

を上げるということで、今後、よその他町の投票率のいい他町のように広報車を

回していただけるかどうか、お答えいただきたいと思います。前向きな回答をい

ただいて、社交辞令、回答じゃなくて、それで前向きな回答をいただきましたら、

これで私の質問は終わります。 

議長（伊藤勇二） 池田総務部長。 

総務部長（池田朝博）（登壇） 先山議員の再質問にお答えをしてまいりたいと思いま

す。 

 投票率アップに向けての取り組みとして、防災行政無線及び広報車等での投票

ＰＲということで、おおむねこの２点に内容は集約されておったかと思います。 

 先ほども私、回答させていただきましたが、過去には防災行政無線を通じまし

て投票を促す放送をしていた経緯がございます。それが今してないという経緯は、

単に、もうやめたというのではなくて、昨年、デジタル化に変えたわけですけど

も、それまでもアナログで町内各所に防災行政無線を設置し、放送を流してたわ

けですが、やはりお人によっては、設置の場所の近い所ではやかましいというこ

とで再三にわたって同じ内容を放送することもあります関係上か、大変苦情が多

うございました。したがって、そういうことも勘案しながら選挙管理委員会とご

相談を申し上げながら、あまりそういう苦情が多いのであればというようなこと

で防災行政無線での放送をやむなく中止をしたというような経緯があるようでご

ざいます。 

 また、広報車の巡回ということで議員もご質問の中でお調べをされたこと、ご

報告を兼ねておっしゃっていただきました。議員おっしゃるように、斑鳩町さん

では明推協の委員さんもご協力をいただきながら、町職員も同行して町内を巡回

でＰＲを回るというようなことをされているということ、また、明推協の存在が

ない平群町さんでは職員が回っているというようなことも、議員おっしゃってい

ただいたとおり、私どももそういうふうに聞いております。ただ、三郷町の、こ

れも事情を申し上げますと、三郷町には１５名の明るい選挙推進協議会の委員の

方々がおいでになりますが、期日前投票の立会人の中で明推協の委員さんに大変

ご苦労をかけているという事実がございます。そういう立会人のお役目を果たし

ていただきながら、また町内の巡回というようなこともあわせてお願いできるの
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かどうなのか。また、平群町さんのように職員が回ればいいじゃないかというよ

うなお考えもあろうかと思いますが、平群町の選挙管理委員会の辞令を受けてい

る職員は１５名ほどおるようでございます。三郷町の場合は、総務課の職員を主

として現在７名で辞令が出ております。ただ、期日前の投票、今回もそうでした

が、期日前投票に関しては投票事務等で総務部の職員はそれぞれ応援をし合って

はおりますけども、選挙管理委員会としての併任辞令を受けているのが総務課の

職員だけでございますので、なかなか平群町さんのように、同じようにはなかな

か対応し切れてないというのが現状かというふうに思います。 

 しかしながら、議員もご指摘のとおり、これでいいのか。投票率が下がってそ

のままでいいのか、放置していいのかというようなことではないというふうに私

も考えてはおります。 

 したがいまして、議員おっしゃられるように、広報車の巡回が功を奏している

というようなこともお聞きをさせていただきましたし、また、それをどのように

対応し得るのかということも含めて、これは選挙管理委員会及び明るい選挙推進

協議会のほうにも、場合によればご協力を賜る必要もあろうかと思いますので、

その辺は重々関係機関、団体と協議をさせていただきながら、前向きに検討はさ

せていただきたいというふうに考えるところでございます。 

 以上でございます。 

議長（伊藤勇二） 再々質問をされますか。 

 再々質問を許します。 

５番（先山哲子）（登壇） 前向きにというご回答でしたけれど、一言だけ言わせてい

ただきたいと思います。 

 防災無線は確かに近隣の方は、同じことばかり繰り返してやかましいとおっし

ゃられると思いますが、何回もしなくてもいいんですよ。１日１回か２回でも、

時間を分けて、昼間ごろと夕方とかね。するとしないとでは、選挙があるのかな、

行かなあかんなという意識も持たれる方も、それによって行かれることもあると

思います。せやから、やかましいほど言わなくてもいいわけですから、迷惑がか

かるほどね。それ、回数を減らしていただいて、１回、２回だったら、そんな、

毎日毎日というわけではないし、わずか５日とか６日間のことですので、それぐ

らいは我慢していただけると思いますので、せやから、そういうことと、あと、

職員の数が少ないと。また、明推協の方も忙しいのでなかなか協力もとおっしゃ
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いましたが、その中で創意工夫して、前向きに、できたらやっぱり午前と午後、

せめて１時間ずつでも回るとか、よそは２時間、当日は４時間も回る所もありま

した。そこまでは言いませんが、せめて毎日朝と晩と１時間、三郷町は狭いです

から、１時間、ぱーっと回ればかなり回れると思いますので、その程度のことは

できる、無理じゃないと思いますので、無理かもしれない中で創意工夫していた

だいて、ぜひ前向きによろしくお願いしたいと思います。 

議長（伊藤勇二） 回答は。 

５番（先山哲子）（登壇） もういいです。 

議長（伊藤勇二） ５番、先山哲子議員の質問は、以上をもって終結します。 

 兼平雄二郎議員。 

４番（兼平雄二郎）（登壇） 議長の許可をいただきまして、質問させていただきます。 

 空き家問題とその対策と有効活用。今までも何度かこの空き家問題については

質問をさせていただきましたが、今回も特に、空き家問題には二つの側面があり、

私は負の面、いわゆるマイナス面と、それから正の面、プラス面ということで言

っているんですが、いわゆるマイナス面としては生活環境に危険を及ぼす有害な

空き家ということです。本町でも今まで取り組んでいましたし、国においても今

回、この５月２６日実施で空き家等対策の推進に関する特別措置法が施行されま

す。その中で、本町で今まで取り組んできたことと今後の対応、具体的対応につ

いて教えてください。 

 もう１点は、これは実は私が今まで何度か主張してきたことですが、正の面、

これをいかに有効活用ができないかということです。今回、また改めて、今まで

も前向きの答えはいただいているわけですが、改めて質問させていただいたのは、

２７年度予算で空き家バンク台帳の予算を組んでおられます。そのように多くの

市町村で多くの有効活用事例がありますので、本町では住民の暮らしの種々の充

実にいかなる有効活用を考えておられるのか、教えてください。 

 以上です。 

議長（伊藤勇二） 西村環境整備部長。 

環境整備部長（西村敦司）（登壇） 兼平議員のご質問にお答えいたします。２点のご

質問をいただきました。 

 まず１点目の負の面とされご質問いただいている部分でございますが、ご質問

にもございます空き家等対策の推進に関する特別措置法が本年５月２６日に全面



 －42－

施行されました。本特別措置法では、建物が傾くなどして倒壊のおそれがあった

り、著しく景観を損なっていたりする家屋や、ごみが放置されていて衛生上有害

になるおそれのある家屋などを特定空き家として判定し、所有者に撤去や修繕を

指導、勧告、命令できるものとしております。また、命令違反には強制撤去も可

能としているところでございます。 

 同様の施策として、当町ではこれに先立ちまして、平成２６年度から空き家等

の適正管理に関する条例及び危険老朽空き家対策補助金交付要綱を制定し、施行

しているところです。本条例は、空き家の適正管理を図ることで倒壊等の事故、

犯罪、火災等を未然に防止し、安心・安全なまちづくりの推進に寄与する目的と

しているものでございます。２６年度には、住民等から２２件の情報が寄せられ、

それぞれ指導を行い、２０件に対応していただいているところです。残る２件に

つきましては、継続して指導を行わせていただいているところです。 

 また、補助金交付要綱は、倒壊等の危険性の高い空き家等の解体または撤去を

促すため、予算の範囲内で補助金を交付するもので、これまでの実績は１件でご

ざいます。 

 次に、２点目の正の面とされご質問いただいている部分でございますが、当町

では空き家の有効活用対策として２６年度に定住化促進空き家活用補助金交付要

綱を制定し、施行しているところです。これは、定住による地域の活性化を図る

ため、空き家を購入された方にリフォームに要した費用の一部を予算の範囲内で

補助金を交付するもので、２６年度には１件の方にご活用いただきました。さら

なる本施策の促進を図るため、２７年度からは子ども加算、転入加算、この財政

支援の改正を行ったところであります。また、町からも積極的に空き家の情報提

供を行うことで、所有者と購入者との橋渡しができるよう、現在、空き家バンク

を開設し、空き家情報の提供に向け、準備を進めているところでございます。 

 以上でございます。 

議長（伊藤勇二） はい、再質問を許します。 

４番（兼平雄二郎）（登壇） 再質問をさせていただきます。 

 特に特定空き家対策として、いわゆる条例をつくり、そして、例えば自治会と

も協力しながら空き家の現状を把握され、そして、そういう補助金制度をつくり

というところは、実は先日、県に行って奈良県全体の動向を伺ったときにも、三

郷町はよく進んでいるのではないかというお褒めの言葉をいただいてます。ただ、
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確かにそういう、ある程度までは進んでいくんですけども、基本的な、最終的な

空き家を取り壊すなり何なりを町の権限でするわけなので、持ち主との、いわゆ

るトラブルというか、その辺のどうできるのかなと。 

 と申しますのは、私、私の地区で下水道、公共下水道の推進というところで、

全家庭につないでいただかないと今の、いわゆる浄化槽を埋め戻すことができな

いんですけども、今、３軒だけで困ってます。もう１年以上、あと３軒残ってい

るんですね。こればかりは強制はできないわけですね。浄化槽を、ほかみんな４

００軒以上使っておったのが、今使わないから、はい、閉めてしまいますよとい

うことができないんですね。その３軒、あえて言わせていただきますと、やはり

自治会に入っておられないのが２軒、それから引っ越してこられて５年ぐらいの

方が１軒。いわゆる地域住民とのつながりが浅い場合、非常にそういう問題が出

てくると。やっぱりここにも地域住民との行政、役場がする場合でも人間関係と

いうものが出てくると思いますので、その辺を進めていく上において十分、私が

今困っていることでもあるわけですが、別の件で配慮をしていただきたいと思っ

ております。 

 この面では、今の形で十分今言ったようなことに気をつけながらやっていただ

きたいと思っているんですけども、正の部分では、今、三郷町がやっていること

以外にも県内にもいろんな例があります。これも以前から申し上げましたけども、

田原本町とか五條とか、そういうところは、いわゆる「はならぁと」といって、

空き家を若い芸術家に貸して、そこで創作活動をする、そういうことをして活用

していっているとか、それから、これは部長もご存知だと思いますが、宇陀町の

松山地区では古い空き家にある学者の本をそこへ持ってきて、学者って大体本を

どこへ置くかで非常に困っているものですから、そこへ持ってきて、そこが一つ

のサロン的になって勉強する場になったりとか、そういうふうなことをしている

とか、そのほかにも東京の新大久保の、いわゆる暮らしの保健室の話とか、今井

町の空き家バンクの取り組みとか、いろいろ申し上げさせていただいたと思いま

すけれども、そのあたり、町としてどう今後取り組んでいかれるのか。三郷町は、

今言ったようなところとは必ずしも一致しないです。例えば、明日香では空き家

を利用しての、いわゆる宿舎とか、そういうのをやっていますけど、即それが三

郷町にできるとは思わないんですけども、そういういろんなことを参考にしなが

ら、積極的に空き家活用をいかに進めていかれようとしているのか。 
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 それともう１点、空き家バンクというのが名前だけあるんですけども、具体的

にどんな調査をして、どういうことをしてというか、三郷町が今考えている仕組

みですね。そういうものについて教えていただきたいと思います。 

議長（伊藤勇二） 西村環境整備部長。 

環境整備部長（西村敦司）（登壇） 兼平議員の再質問にお答えいたします。 

 質問内容は３点であったかなというふうに認識しました。 

 まず１点目の面として、地元で困っている実例をお話ししていただきました。

町としては、先ほど説明しておりますように、取り組んで内容を継続していくと

いうことに尽きるかと思います。 

 次に、正の面です。正の面としてほかの地域の事例を紹介していただきました。

それらの取り組みが当町に適しているのかというのは十分に検討しなければなら

ないと思います。それぞれの地域が持っている歴史であるとか、環境であるとか、

それらの背景によって空き家の活用方法というのは変わってくるんじゃないかな

と思います。 

 ３点目にあります空き家バンクですけども、近々のうちに空き家バンクも開設

いたします。地域での活用も空き家の活用の一つだと思います。そのことについ

ては従前からここの席でも答弁させていただいてますように、地域でまずもって

考えていただく、このことがその事業を息の長い事業にできるものだと思ってお

りますので、空き家バンクを開設いたしますと、それぞれの地域で、どこに、ど

のような空き家があって、その所有者の方がどういった意向をお持ちであるのか、

そういうことがわかってまいります。その上で、地域で考えていただきますと、

行政としてお手伝いできることもありますので、せいぜい空き家バンクのほうを

ご活用いただきたいと、このように思います。 

 それから、空き家バンクですけども、空き家バンクのシステムといいますのは、

１５年度に空き家の調査を行いました。その資料をもとに、また新たな空き家も

出てきておりますので、担当職員が現場を回りまして、空き家を確定いたしまし

た。その空き家の所有者の方に空き家バンクに登録しないかというようなご案内

を差し上げます。ご賛同いただく方には、所有者の方から賛同するよという回答

書とともに、その家屋の情報、家屋の中にある設備の情報などを記載した登録カ

ードというのを提出していただきます。その登録カードをもとにホームページな

どでその空き家の情報を町が公開していく。そして、公開した内容を利用したい
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方がありましたら、その利用したい方は町のほうに対してそのアクションを起こ

していただいて、その所有者と具体的に話を詰めたいということになりましたら、

所有者とその利用したい方とを結びつけるように、お互いにアクションを町のほ

うでとらせていただくというものでございます。 

 それで、その結果、交渉の結果を所有者の方から町のほうへ最終的には報告し

ていただくわけですけども、契約とか、そういったことには、町は介入いたしま

せん。簡単な案内ではございますけども、６月号の広報、たしか２ページ目の所

に空き家を活用してみませんかというようなご案内を差し上げておりますので、

そちらのほうもご確認いただければなと、このように思います。 

 以上でございます。 

議長（伊藤勇二） 再々質問を許します。 

４番（兼平雄二郎）（登壇） 最後、答えていただいた空き家バンクの制度について、

システムその他についても、橿原市の今井町、そのほか、民間のそういう団体で

いろいろと、ＮＰＯ法人等でいろいろとそれを取り組んでおられますので、また

互いに勉強していけたらなと思っております。 

 ただ、これは従来から私が申し上げていることなんですけども、空き家を活用

しての有効活用というのでは、今回、国でも空き家再生などの推進事業、活用事

業タイプ、社会資本整備、総合交付金などの、そういう制度ができていまして、

その場合、例えば費用は、これはただこの図を見ているだけですが、国費が２分

の１、地方公共団体が２分の１、そういう形でそういう空き家を活用できるとい

うふうな、そういう資料もあります。 

 ただ、私は、この問題は、いわゆる環境整備部だけの問題としては従来から捉

えておりません。空き家対策として危険空き家をなくしていくというのは、これ

は環境整備部の問題ですけども、よく私が言っていたサロン的なものがあって、

１階は１０分か５分ぐらいで、あまり坂もないところにお年寄りが歩いてこられ

るような所があって、１階はいつでもお年寄りが自由に出入りしてお茶を飲み、

２階に本とかそういうものを置いて、子どもがいつ来ても一緒に勉強したりとか、

そういうスタッフをそろえておいてという、そういうのを今までも申し上げたと

思うんですけども、それは、例えば介護予防という意味においては、これはまさ

に健康福祉部の問題であって、いかにお年寄りに来て登場していただくかという

こと、家から出ていただくかということですし、それから、子どもと地域の、私
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もお年寄りですけども、交わるという意味では、これはまさに教育委員会の問題

でもあって、さらにそういうことをするためには、やっぱり地域の中にきっちり

とした人間関係、まちづくりができていなければだめなので、そういう意味では

総務部のまちづくりの問題じゃないかなというふうに思っております。 

 そのように総合的に絡み合ってくる問題ですので、それはやっぱり三郷町とし

て一つの大きな目玉になる問題じゃないかなと思いますので、今までも前向きの

ご返事をいただいてますけども、より一層、そのあたり、綿密な計画を立ててい

ただいて、地域と結びついて進めていきたいということでよろしくお願いします。 

議長（伊藤勇二） ４番、兼平雄二郎議員の質問は、以上をもって終結します。 

 佐野英史議員、一問一答方式で行います。 

 佐野議員。 

６番（佐野英史）（登壇） では、議長のお許しを得まして、一般質問させていただき

ます。 

 １番目、共感を得るふるさと納税に向けてというテーマです。 

 三郷町でもふるさと納税の取り組みについては、徐々に取り組んでいます。期

待以上かどうかわかりませんけども、全国から反響が集められているみたいです。

このふるさと納税という制度は、２００８年から導入されておりまして、この背

景というのは、若い方が大学、就職、進学のために地方を出ていく、そして、都

市部に出ていくわけですけども、そのまま帰ってこないというケースが増えてい

ますので、どんどんと地方は寂れていって納税する方が減っていく。一方で、東

京とか都市部に関しては潤沢に税収が集まっていくというところの格差を是正す

るという目的も兼ねて、都市部に出た方がふるさとに貢献をする、一つの寄附を

する形でふるさとに貢献をするということを一つのアイデアにふるさと納税とい

う制度が導入されたわけですけども、既に７年がたちまして、三郷町は取り組み

始めたばかりなんですけども、既にこの制度自体が過渡期にあるというふうに言

われています。 

 その一つの原因としましては、特に農林漁業が中心となっている地方自治体で

は、ふるさと納税の対価に地元の物産をおまけとして提供すると。そのおまけが

どういう高価なものが対価としてもらえるかというふうな形で、そっちのほうば

かりが注目をされて、本当におまけをどういうものを用意するのかというものが

一つの頭を悩ませる原因にもなっていると。その一方で、かつてであれば純粋な
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寄附というものがあったんですけども、このふるさと納税制度を導入することに

よって税の控除を受けられるということで、有利なふるさと納税を選択するとい

うケースが増えていると。それによって純粋な寄附が減っていっているというふ

うな形もいわれています。 

 そういう意味では、これから三郷町としてもどういうふうな形でふるさと納税

制度を実施していくのかということは考えていかなければならないんですけども、

三郷町でも取り組みの中では、ふるさと納税の使い道を、福祉であるとか教育、

あるいは町長の裁量に任せるという形で実際に選択制をとっています。私は、こ

の一般質問を考えるきっかけとなったのが、２点ございまして、先の統一地方選

挙でクラウドファンディングを利用して２００万円の選挙資金を集めたという方

がいらっしゃいました。私は、確かに制度上、そういうことも可能です。実際、

クラウドファンディングを使わなくてもホームページ上に寄附口座を明示して政

治献金を求めるという活動は盛んなんですけども、こういうクラウドファンディ

ングでそういうこともできるんだと。今までクラウドファンディングというのは

民間のとか、あるいは個人が取り組んでいくことなのかなと思ったときに、これ

は行政での取り組みもできるのではないかなというふうに思いました。 

 クラウドファンディングというものは、ただ単に寄附を集めるというのでなく

て、個別具体的な目的を明示しまして、私はこういう事業の実現のためにお金が

必要です、あるいは、こういう夢を持っていますので、どうか皆さん、共感され

る方は寄附をしてくださいという形で募っていくわけですけども、実際に日本で

は東日本大震災のときに被災をした企業や商店が、銀行からお金を借りれないと

いうことで、そういうクラウドファンディングを利用して復興のための設備費用

とか運転資金を募集するというふうなことが言われておりました。昨今では条例

で１％条例とか、市民活動支援条例という形で、納税者がみずからの税金の使い

道の一部を指定するという活動がございました。現行の三郷町のふるさと納税に

つきましても、事前に福祉目的、あるいは教育目的、あるいは町長の裁量という

形で、事前に大枠は提示されておりますので、そういう意味では１％条例とか市

民活動支援条例の理念と重なる部分はあるのではないかなというふうに思いまし

た。 

 ２点目です。私がこの質問をすると思ったのは、今、行政を取り巻く中で自助、

共助、公助ということが言われているんですけども、この実は自助、共助、公助
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ということが言われているんですけども、実は境界が曖昧で、中には税金で行う

べき事業ではないだろうというものも出てくると思います。それにつきましては、

例えば市長や町長が自分の判断の中で、うちのまちではこういう事業を進めてい

きたい、こういう環境を整備していきたいというものがあれば、本来であれば税

金で行わなくてもいい事業であっても税金を投入して施策を推進していくという

こともあるでしょう。また、財源が豊かな自治体であれば、税金でインセンティ

ブを与えなくても税金を投入して施策を推進していくということができるんじゃ

ないかというふうに思いました。 

 そういう意味では、これは税金を投入すべきかどうかと悩む部分というのが出

てくると思います。でも、税金を投入するべきかどうかと悩む部分はあるんです

けども、ここ、税金を投入して事業が進捗すればいいよねという部分はあるかと

思います。そういう意味では、クラウドファンディングのように、理念を明確に

して、共感を得るような形でふるさと納税を集めることができればいいんじゃな

いかなと思いました。 

 具体的には、事前にお話をしたときも、教育環境の整備、あるいは文化財の補

修等、具体的なテーマを挙げて、具体的に教育のためとか、福祉のためというん

じゃなくて、例えば、三郷町内にある歴史的建造物がもし何らかの形で毀損され

た。持ち主、県の補助等々だけではどうも補修がうまくいかないという場合に、

三郷町がふるさと納税の中でテーマを決めて、文化財の補修に対してどうか皆さ

ん、寄附をしていただけませんかとか、そういうふうな可能性があるのではない

かなというふうに思いました。 

 そういう意味で、今回、共感を得るふるさと納税に向けてという形で質問させ

ていただきます。現行の制度にプラスして、個別具体的に特定政策を目的に掲げ

てふるさと納税を集めるというお考えはあるかどうか、お聞きしたいと思います。 

 以上。 

議長（伊藤勇二） 池田総務部長。 

総務部長（池田朝博）（登壇） それでは、佐野議員の１問目のご質問にお答えをして

まいりたいと思います。 

 質問の中でも議員おっしゃってられましたように、ふるさと納税、当初は、今、

議員もおっしゃってられたように、地元を離れられた方が地元を思う心から地元

への寄附を促すということが本来の趣旨であったやに思います。特に九州方面で
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は、福岡か佐賀でしたか、県が中心になって、東京、大阪方面に大きなポスター

を掲示してふるさと納税を促進するというような取り組みがなされてたというよ

うに聞いておりましたが、いつの間にやら本来の趣旨がちょっと変わった方向に

なりまして、寄附が根もとなのか、お礼の品をいただくのが目的なのかというよ

うなことで、昨今ではテレビで、１万円の品物を実質２，０００円で手に入るみ

たいな、そういう本末転倒した周知の方法もあるやに思いますが、ただ、それで

あったとしても、現在、日本全国でふるさと納税というのが、内容は遺憾であろ

うとも周知が広まっていって、取り組みがいろいろと展開されているというのが

現状のようでございます。 

 そんな中、本町におきましても従前から寄附の受け入れ等は行っておりました

けども、税額控除や寄附をいただいた方に特産品の送付を行う、先ほど来申し上

げているふるさと納税制度、これを昨年８月から本格的に正式な受け入れを開始

させていただいたところでございます。本町のふるさと納税の特徴といいますか、

内容といたしまして、ご寄附いただく方が寄附の申し込みをいただく際に、寄附

金を社会福祉事業に使ったらいいのか、文化振興に使うのか、教育振興に使って

ほしいのか、観光施設に整備として使ってほしいのか、いやいや、それ以外にも

４事業に加えて町長にお任せするよというようなことで、この５つの活用方策を

寄附される方にご選択をいただいて、寄附を申し出いただくというようなことに

させていただいております。 

 また、趣旨が違うと言われるかもしれませんが、５，０００円以上のご寄附を

いただいた方には、三郷町がイメージキャラクターとして広めておりますたつた

ひめのイラストをプリントしましたエコバッグ、それから、三郷町の観光名所で

ございます信貴山のどか村の入園券をお届けさせていただいております。また、

町外からの寄附も多々ございます。町外からの寄附をいただいた場合には、三郷

町の特産品や観光名所を知っていただくというようなことの内容から、本町にお

きましても特産品や宿泊、会食等にご利用いただける割引券の中から、ご本人が、

これがいいよという品物をご選択いただいて、それぞれに合った形でお送りをし

ているというのが現状でございます。 

 このような形でスタートいたしました三郷町版のふるさと基金、通称「ガンバ

レ三郷！応援寄附金」と称しておりますが、２６年度の実績がまとまっておりま

して、２６年度、昨年の８月からスタートしたわけですけども、１年足らずの間
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に全国各地から１３７名の方からご寄附をいただきました。寄附総額は１３２万

８，０００円でございました。 

 なお、ふるさと納税に関しまして、各自治体がさまざまに工夫を凝らして実施

をされており、寄附金の額も年々増加をしているというのが現状でございます。

また、本年４月からでございますけども、５団体までの寄附であれば確定申告が

不要となるワンストップ特例制度が導入されることによりまして、ふるさと納税

の控除額の上限も拡大したこともあわせて、今後さらに、まだまだふるさと納税

というのが国民全体の中へ関心が高まるのではないかというふうな状況も察知を

しているところでございます。そんな中、三郷町といたしましても、ガンバレ三

郷！応援寄附金を本格的に導入して間もないこと、また、ご寄附いただく際には

寄附金の使途の選択を設定していることなどなどから、当面は寄附手続の簡素化、

特産品の充実、またＰＲ活動のさらなる充実というようなことで、このふるさと

納税制度について随時改善を図りながら、今よりもより以上に三郷町を全国の

方々に知っていただき、ご寄附いただけるような体制をとれればなということで

考えておるところでございます。 

 その一方、ご質問をいただいています中にありますように、各種団体の住民活

動の支援に活用する、いわゆる１％条例といいますか、こういうものを制定され

ている自治体もあろうかということで、寄せられた寄附金を活用する自治体の事

例があるということも聞いております。また、自治体の特定の政策について、イ

ンターネットを通じて、その財源や活動資金を調達する制度、議員もおっしゃっ

てられましたように、クラウドファンディングと呼ぶようでございますが、これ

を実施している自治体も一部にあるというふうに聞いております。具体例といた

しましては、隣、大阪の泉佐野市でございますけども、重要文化財である古民家

でしょうね、奥家住宅というのがあるそうです。この民家を再生することを目的

とするプロジェクト、また、広島県の神石高原町という町では、殺処分になりそ

うな犬を引き取って獣医師の診断やワクチンを接種した後、ドッグトレーナーに

よるしつけも行って新しい飼い主を探すということで、何年までには殺処分のそ

ういうペットをなくすよという目的を持って、こういうプロジェクトを仕立て、

その資金調達としてクラウドファンディングを展開されている自治体もあるやに

聞いております。 

 しかしながら、調べていきますと、クラウドファンディングにつきましては、
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ウェブサイト上での決済制度の構築や、またセキュリティ対策など、さまざまな

初期投資と運用経費が必要となってまいるそうでございます。それらもあわせて、

また、費用対効果の観点からも、現段階におきましては慎重な検討を要するもの

ではないのかなということで私ども、三郷町ではそのように受け取っているとこ

ろでございます。 

 いろいろと申し上げますが、以上のようなことから、議員よりいろんなご提案

をいただいておりますけれども、当面は昨年から実施をしておりますガンバレ三

郷！応援寄附金をより一層多くの方々に、全国津々浦々の方々に知っていただき、

本町に対していただいた貴重な寄附金は、町政の各分野に最大限有効活用できる

よう、創意工夫をしながら、これから先も運用をしてまいりたいというふうに思

っているところでございます。 

 以上でございます。 

議長（伊藤勇二） 再質問を許します。 

６番（佐野英史）（登壇） 今の部長の答弁で、三郷町の当面の姿勢はよく理解できま

した。始めたばかりですので、今さら新しい施策を導入するということは難しい

部分があると思うんですけども、私がこの質問を考えた背景の２点目として、自

助、共助、公助の範囲というのが、境界が不明確であると。例えば私が以前、自

治会長をしているときに、自治会でＡＥＤを購入しようじゃないかということを

一度提案しました。レンタルになるんですけど、大体３０万ぐらいかかるそうで

す。万が一のために３０万円もかけれるかという議論になりまして、結局は、そ

れは総会で否決になったわけですけども、例えば、今でも美松ケ丘自治会でも隣

にありますグラウンドで活動をしている方が救急搬送されるということがありま

すし、実際私が選挙期間中でも東部自治会館の横のグラウンドで救急搬送される

方がいらっしゃいました。そういう意味では、自治会館にＡＥＤを設置するとい

うことも一つの施策ではないかなと。ただ、それは自治会館ですので、本来は自

助、共助の範囲に入ってくるものと思います。ただ、そこに対して行政が支援を

していくということができれば、もしかするともっと緊急な対応が取りやすくな

るのではないかなということが一つ、頭に浮かびました。そういう意味では、税

金で行うべき事業ではないだろうというところについて、そういうふるさと納税、

あるいは、を利用して多くの方に共感を得てもらうということは、活動は可能で

はないかなというふうに思いましたので、そういうことを頭に置きながら、今後
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の、現行のふるさと納税制度を活用しながら、例えば役場内で、こういうふるさ

と納税の募集の仕方、募り方もあるよねというものを並行しながら議論をしてい

ただければと思います。 

 以上です。回答は、いいです。 

議長（伊藤勇二） １問目の質問は終了しました。 

 次に、２問目の質問に移ります。 

 ６番、佐野英史議員。 

６番（佐野英史）（登壇） では、２問目の質問に移らせていただきます。 

 ＩＣＴ環境の整備で行政サービスの可能性をという質問です。 

 この質問通告の中には、自治会や自治会館のＩＣＴ化を、整備をしませんかと

いう形です。以前も深木議員のほうから自治会館のほうにそういう双方向の通信

設備で町とやりとりができるような、してはどうかという提案もございました。

今回、私がまた改めてこういう質問をするというのは、４月に大阪のほうでバリ

アフリー展というのがございまして、そこである通信カラオケ事業者が、自社の

通信カラオケを利用しまして、本来カラオケ業者ですからカラオケを配信するわ

けですけども、介護予防の体操とか、あるいはいろんな医師、そういう専門家の

講座というものを通信で配信をしているということをお聞きしました。確かに今

は民間の業者のほうがＩＣＴ環境を整備しまして、すごいいろんなサービスを展

開しております。そういう意味では、行政のほうが少しおくれている部分がある

のかなというふうに思いました。そういう通信カラオケの業者も、自治会館等に

そういう自社の通信カラオケがあれば、こういう事業ができますよということを

提案しておりまして、私の自治会でも通信カラオケは利用しているんですけど、

そこの会社のものじゃなかったんですけども、例えば、自治会に社会福祉協議会

とか、あるいは保健師さんが出向いて介護予防とか、あるいは講座をやるという

ことがあるんですけども、もし自治会館にそういう双方向の環境があれば、本町

にいながら複数の自治会を相手に介護予防講座というものを実施することができ

るのではないかなと。この双方向性というのは、ただ単に介護予防とか福祉分野

だけでなくて、例えば三郷町では定期的に、年に何回か教育講演会とか、あるい

は防災講演会、あるいは敬老会という形で、皆さんをコミュニティセンターとか

体育館に集めて事業を行うわけですけども、やはり足がないとか、あるいは、わ

ざわざ行ってまでという方も多いと思います。そういう意味では、自治会館にそ
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ういう双方向のＩＣＴ環境が整備されれば、コミュニティセンターで行われてい

る講演、あるいは事業、体育館で行われている事業等を同時で自治会館に配信を

していくということができるのではないかなというふうに思いました。 

 そういう意味では、本来、自治会のＩＴ化というものは、本来自治会が予算を

立てて整備、推進をしていくものでありますけども、もし自治会の取り組みを待

っていれば、自治会によって早く整備ができる自治会、あるいは、なかなか整備

をしない自治会というものが温度差が出てくるのではないかなと。そういう意味

では、行政サービスの可能性を考えれば、町が積極的に自治会館に対してＩＣＴ

環境を整備していくということを進めていけば、そのインフラを利用していろん

な行政サービスの可能性というものが考えられるんじゃないかと思いましたので、

今回質問いたしました。町の考えをお聞かせください。 

議長（伊藤勇二） 池田総務部長。 

総務部長（池田朝博）（登壇） それでは、佐野議員の２問目にお答えをしてまいりた

いと思います。 

 ＩＣＴ、いわゆる情報通信技術が日々進展しつつある中、また、ＳＮＳと言わ

れます人と人とのつながりを促進サポートするコミュニティー型のウェブサイト

が普及している中にありまして、本町におきましてもホームページの公開だけで

なく、昨年からはフェイスブックやツイッターを活用し、リアルタイムに町内外

の皆様にお伝えをしたい内容を情報発信させていただいているところでございま

す。 

 しかしながら、情報通信技術の発展は、情報発信にとどまらず、学校・教育分

野を初め、医療・健康分野、農業分野、防災分野、交通・観光分野など、多岐に

わたる分野での活用もそれぞれ検討されており、既に幾つかの分野においてはＩ

ＣＴを積極的に活用し、地域が抱える公共的な課題解決に役立っている事例も出

てきているのが現状でございます。 

 そのような中、本町におけるＩＣＴ推進の取り組みとして、本年度の新規事業、

ＩＣＴ総合推進事業に係る予算を計上させていただいたところは、議員もご承知

のとおりでございます。本事業では、ＩＣＴを活用したまちづくりを推進してい

くため、豊富な知識や高い専門性を有する外部専門家、いわゆる民間ＩＴコンサ

ルタントを参画いただいて、本町の特性を考慮しつつ、数ある分野の中からＩＣ

Ｔを使ったどのようなサービス提供ができるのか、また、どのようなものがふさ
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わしいのかということを検討し、次年度以降にその検討結果を具体化していきた

いというのが今年度の事業でございます。 

 また、これ以外にも、ＩＣＴを活用いたしました取り組みとして国の地方創生

先行型交付金、これを活用し、観光拠点であります信貴山地区を訪れる方々への

情報提供の利便性を高めるため、無料公衆の無線ＬＡＮとして観光Ｗｉ－Ｆｉの

設置を現在予定しておりまして、完成すれば外国からの旅行者受け入れも考慮し

て、多国語対応の観光情報提供ウェブサイトの作成も予定をされているというふ

うに聞いておるところでございます。 

 さて、そのような中、議員よりご提案いただいております双方向での情報発信

は、これまでのように一方的な情報提供ではなくて、相互に情報のやりとりをす

ることで時間、距離、場所を越えたコミュニケーションを可能にして、また、今

までにない住民サービスを創造できるものということは十分に認識はしていると

ころでございます。その一環として、議員から自治会、もしくは自治会館のＩＣ

Ｔ環境整備に関するご質問で、自治会館に双方向のそういう通信設備といいます

か、設備機器の設置をというようなことであるわけでございますけども、なかな

か現在のところはそこまで考えが至っておらないというのが現状であります。そ

の中で、議員も各自治会、もしくは、自治会館によって温度差があり、ばらつき

があってというようなことはあってはならんのではないかというようなご質問も

いただいたように思いますが、実際のところ、自治会館等は、その当該自治会が

設置、運営をされているということで、これは図らずともやはり温度差というの

はおのずと出てくるのではないかと。だから、その自治会が管理、運営をいただ

いている自治会館そのものに、例えば町が全ての自治会、統一的にそういうもの

を設置するというのが、本当にそれが今すぐに必要なのかどうなのかというのは

検討が必要であろうかというふうにも思います。 

 また、先ほどのご質問の中にもありましたように、民間事業所がいろんな形で

の設備機器を今導入されております。一から町が導入を進めていくというのも一

つの方法かもしれませんが、場合によりましたら、自治会が自治会の中でいろん

なことをご検討いただく中でそういう民間事業所の提案も導入いただくというの

も、これも一つの方法かというような形で、今現在におきましては議員のご提案

をいただくような、町内各所にある自治会館にそういう双方向での設備機器を設

置するというような考えは、今のところは持ち合わせておりません。 



 －55－

 しかしながら、そうはいいましても、地域が抱える課題であります少子高齢化

や防犯・防災対策、地域経済の活性化や地方創生等に対応するためには、今後ま

すますＩＣＴの利活用というのは重要になってくるということは十分に認識はし

ているところでございます。 

 また、国におきましても、地方創生に貢献するため、ＩＣＴ活用策の一つとし

て、総務省からふるさとテレワーク推進事業というのが創設されておりまして、

今制度を活用することで雇用創出にもつなげられるというようなことから、それ

らの制度もフルに活用しながら、本町におきましても多様な分野におけるＩＣＴ

の効果的な利活用の促進を今後も検討し、取り組んでまいりたい、このように考

えているところでございます。 

 以上です。 

議長（伊藤勇二） 再質問を許します。 

６番（佐野英史）（登壇） 今、部長から答弁がありましたように、今年の予算でもＩ

ＣＴ環境整備のために有識者の意見を聞きながら、三郷町としてどういうＩＣＴ

環境の整備が必要かどうかというのも計画をしていくということですので、その

議論を見ていきたいと思います。そうではありますけども、やはり町として積極

的にＩＣＴ環境を整備していくという姿勢を自治会等にも見せていただきたいな

と思います。そういう意味では、ＩＣＴ環境がある中で行政サービスを考えるの

と、ＩＣＴ環境がない中で自治会等に対しての行政サービスを考えていくのは、

多分スタートの段階が違いますので、インフラがある中でどういうサービスが自

治会に対して提供できるのかという議論のほうが、もっと話が進みやすいと思い

ますので、できれば有識者会議の中でももう少し三郷町としても積極的にＩＣＴ

環境の整備を進めていただければと思います。 

 以上です。 

議長（伊藤勇二） ２問目の質問は終了しました。 

 次に、３問目の質問に移ります。 

 ６番、 佐野英史議員。 

６番（佐野英史）（登壇） では、３問目の質問をさせていただきます。 

 同じ町制５０周年に関することで、辰己議員のほうも同様の質問をしておりま

すので、手短にさせていただきたいと思います。 

 来年が三郷町、三郷村から三郷町になって５０年という記念の節目の年になっ
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ています。私は、この５０周年という事業を、ただ単に一時的なお祭り、記念と

するんじゃなくて、もう少し住民にかかわってもらう大きなイベントにすべきじ

ゃないかなと思っています。三郷町は、ほぼ昭和４０年代、５０年代にかけて大

きく発展をしてきた町でありまして、その５０年の中で、おそらく３０年前、４

０年前に三郷町に越してきた方が多いと思います。一方で、イーストヒルズに代

表されます新興住宅、ここ５年、１０年で開発されて入ってきた住民も多くいら

っしゃいます。そういう意味では、新しく入ってきた方も、この町制５０周年事

業を通じて、町に対するアイデンティティーを持っていただくような取り組みが

できればなというふうに思っています。そういう意味では、３月の予算議会でも

町制５０周年に向けて町長のほうから熱意が語られました。実際に今年度予算の

中でコミュニティセンターの椅子を改修するということで、来年の５０周年に向

けて取り組んでいくという事業も数点予算化されています。 

 そういうことを考えまして、今の現段階で三郷町として町制５０周年に向けて

の計画の進捗状況をお聞きしたいと思います。進捗状況についてお話しください。 

議長（伊藤勇二） 池田総務部長。 

総務部長（池田朝博）（登壇） それでは、佐野議員、３問目のご質問にお答えをして

まいりたいと思います。 

 ご質問の中でもおっしゃってられますように、議員もご承知のとおり、それま

での三郷村から昭和４１年４月１日に町制施行をし、新たに三郷町が誕生して、

平成２８年４月１日で町制施行５０周年という大きな節目を迎えます。そこで、

この大きな節目を契機として、これまで歩んできた変遷を振り返るとともに、今

後、さらに発展、充実していく新たな出発点として町民の皆さんとともに祝い、

また、未来に向けてさらに飛躍するため、平成２８年度では多彩な事業を展開す

べく、その準備を現在進めているところでございます。 

 具体的な動きといたしまして、本年３月でございますけども、町関係部署によ

る職員による調整確認会議というのを発足いたしました。５０周年記念事業の方

向性をその中で確認をするということをやっておるわけですが、これとともに、

固定概念にとらわれず、柔軟な発想を期待して、若い職員を中心とした町制５０

周年記念事業検討委員会、こういうものも別建てで本年４月に立ち上げ、やわら

かい頭によるアイデアをみんなが出し合って、町民の皆さんとともに楽しく、有

意義に過ごしていただける事業を模索、検討している真っ最中でございます。 



 －57－

 また、行政内部での検討にとどまらず、広く住民の皆さんにも参画いただいて、

幅広いご意見も取り入れながら事業を展開できるように、今年中には住民の方々

にご参加いただく実行委員会的なものも発足をしたいというふうには考えており

ますが、まだ、もうしばらく先のことになろうかと思います。 

 実行委員会のメンバー等の構成につきましては、現在、まだ検討中ということ

で、町内の各団体や事業所にもご協力をいただき、事業展開できればなというふ

うに考えておりますので、各種団体の代表者や町内事業所の方々にも参画いただ

いて、広くご意見を賜りながら、本当に有意義で、後世にまで記憶に残るすばら

しい５０周年となるよう、事業展開を進めてまいりたいということで、現在の段

階では具体的にこれをやるよ、あれをやるよというようなことの明言ができるよ

うな具体的な事業施策のご案内まではできる段階に至っていないということでご

理解をいただきたいというふうに思います。 

 以上でございます。 

議長（伊藤勇二） はい、再質問を許します。 

６番（佐野英史）（登壇） 今の部長の答弁、よく理解できました。部長は謙遜的に、

やわらかい頭でという形でおっしゃっておりましたが、よく地域の活性化という

のは、よそ者、若者、ばか者と言われておりますように、若い方にいろんな意見

を出していただくことが地域の活性化につながるんじゃないかというふうに思い

ますので、今現在、三郷町ではそれ以外にも、５０周年以外でも産官学連携とい

う事業を進めておりますので、そういうものも利用して５０周年事業がもっと盛

り上がればと思います。 

 個別具体的な事業に対して、こういうことをやればいいんじゃないかというこ

とは、私は差し控えますけども、今、特に地域の中でよく言われておりますのは、

ゆるキャラ、そしてご当地グルメ、ストーリーですね。町にかかわるストーリー。

私が５年ほど前に宮崎県のほうに調査委託を受けまして、地域活性化策の実態と

いうのを調査に行ったことがあるんですけども、そのときは宮崎県庁に訪問させ

ていただきまして、当時は東国原知事で、どういうふうな観光政策をやっている

のかということ等をお聞きしたんですけども、当時、宮崎県では、新婚旅行先と

しての宮崎県を復活させるという意味で、知事が先頭に立って、県民の皆様にど

ういうところをデートしたのか、あるいは、プロポーズをした場所はどこかとい

うふうなことを事前にお伺いをして、そういう声を集約して物語をつくっていく。
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物語をつくって、知事の人脈を通じてドラマをつくって、テレビで放映するんだ

と。そうすると、宮崎県がもっと活性化していくというビジョンを描いて事業を

進めていったわけですけども、それはお蔵入りになったんですけども、今でも大

河ドラマとか、朝の連続ドラマで舞台になれば、その地域が注目されるというこ

ともありますので、例えば、最近では合併を記念にＮＨＫののど自慢を誘致する

とか、そういうふうなことがありますので、ゆるキャラは三郷町には既に存在し

ています。ご当地グルメとかストーリーということも含めて地域の皆さんが三郷

町をこういう町ですよということをほかの方に説明ができるように、私もよくほ

かの方にも説明するときに必ず言うのは、「三郷町ってどこなん」と聞かれると、

斑鳩町の隣で、法隆寺のある斑鳩町の隣ですとか、あるいは、電車で言えば王寺

駅の近くですよというような形で説明をしないといけない状態ですので、三郷町

というのが奈良県のどこにあるのかということがわかるように、しっかりと町制

５０周年事業を通じて三郷町の売りというものを広げていただければと思います。 

 以上です。 

議長（伊藤勇二） 池田総務部長。 

総務部長（池田朝博）（登壇） 佐野議員の再質問にお答えをさせていただきます。 

 いろいろとご提案をいただいたようでございます。先ほども申し上げましたよ

うに、固定概念にとらわれずということで、２０代、３０代の、職員として採用

されてからあまり日のたっていない職員が中心になった職員で構成するような事

業検討委員会ということで、おおむね若い職員が、いろんなことを今現在議論し

てくれているんだろうというふうに期待は私もさせていただいています。ただ、

途中でいろんなことを聞きますと、ややもするといろんな口を出したくなるよう

なことになってもいけませんので、ある程度事業がまとまった段階で、また今ご

提案をいただいたような内容も含めて、また、いろんな提案がなされてくるんだ

ろうと思いますので、それをしっかりと受けとめた中で三郷町をＰＲしていきた

いというふうな形で思っております。 

 したがいまして、議員も私らよりは随分お若いですから、議員のほうもまたい

ろんなご提案があれば、また積極的に私らにご提案もいただければということで

お願いをして、回答とさせていただきます。ありがとうございます。 

議長（伊藤勇二） はい、３問目の質問は終了しました。 

 続きまして、関連質問として８番、辰己圭一議員、再質問を許します。 
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８番（辰己圭一）（登壇） それでは、議長のお許しをいただきましたので、関連質問

をさせていただきます。初回から佐野議員とかぶってしまいましたけども、それ

と、私が聞きたかった答えが結構出てますけども、一応、町制５０周年について

伺いたいと思いますけども、１年を通して記念事業をされると思いますけども、

どういった記念事業をやられるのか、これはさっきの質問にもあったと思うんで

すけども、例えば、記念事業を展開するに当たって、地元の商工会青年部や法隆

寺青年会議所、また、ＰＴＡやボーイスカウトの団体、もしくは、一般の方を選

出して記念事業委員会等に入っていただくのか、それから、この団体らと協力し

て何か連携、協賛事業を行うのか、そのあたりはどうお考えなのか、お答え、お

願いします。 

議長（伊藤勇二） 池田総務部長。 

総務部長（池田朝博）（登壇） 辰己議員の関連質問にお答えをしてまいりたいと思い

ます。 

 ご質問の内容が佐野議員と、先ほども議員おっしゃっておられたように、かな

り重複するところがあって、お答えもかなり重複するかと思いますが、ご理解を

いただきたいと思いますが、先ほど来申し上げてますように、現在、役場内部で、

それもどちらかというと若い職員でいろんなことを今意見を出し合っているとい

うことでの状況の報告は受けておりますけども、じゃ、どんなものが来年、あれ

とこれとこれをしようなんていうようなことでまとまって出てきたものというの

は、今現在、私のほうにはまだ上がってきてないという状況であるということは、

先ほど来ご案内させていただいているとおりでございます。 

 ただ基本的に、やはり年間を通じて、年に２８年度、一つだけぽーんと事業を

するというのではなくて、やっぱりいろんな方が、また、対象も、年齢があった

り、地域性があったりするものもあるかと思いますので、そういう地域性や年齢

が、どなたでもご参加いただけるものというのはなかなか難しい。そうなったと

きに、やはり高齢者向けのイベントがあったり、小さい子どもさん向けのイベン

トがあったりというようなのも必要ではないのかなということで私自身は今現在

考えているところです。 

 それとあわせて、従前は実行委員会、各機関・団体の長の皆さん方に集まって

いただいて、事務局がつくった案を来年こんなんでどうでしょうかというて、皆

さんの賛同をいただきながらお声がけで実施するというようなことをやった経緯
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もございますけども、昨今は、やはり参画をいただく、ご一緒になって何かお手

伝いも含めてやっていただく、そんな中において、例えば、先ほども出てました

が、産官学という一つの団体がございます。いろんな取り組みもされています。

また、今、議員おっしゃったように、商工会でありますとか、いろんな各団体が

あって、その中で我々も一緒にやるから一緒にしようよみたいなことも多分出て

こようかと思います。だから、そういうものも含めて実行委員会の中で参画をい

ただきながら、いろんなご意見を頂戴し、幅広く年齢、性別等にかかわりなく皆

さんが心から、よかったな、やってよかったなと言っていただけるような事業展

開になればということで、今現在、種々検討しているということでご理解を頂戴

できればというふうに思います。 

 以上です。 

議長（伊藤勇二） 再々質問を許します。 

８番（辰己圭一）（登壇） 答弁、ありがとうございました。地元の方たちを巻き込ん

で、楽しんでいただけたらと思いますので、どうぞよろしくお願いいたします。 

 続いての関連質問でございますが、三郷町のイメージキャラクターでもありま

すたつたひめの徹底活用について、お伺いいたします。 

 三郷町内では、イメージキャラクターとしてかなり浸透してきておりますが、

しかしながら、町外ではまだまだ認知度のほうは低いのが現状かなと思います。

そこで、何か関連グッズ等の企画、販売などを考えておられるのか、また、５０

周年に向けてさらなるアピールのできる方法などの戦略をお持ちなのか、お伺い

いたします。よろしくお願いいたします。 

議長（伊藤勇二） 池田総務部長。 

総務部長（池田朝博）（登壇） 辰己議員の再々質問にお答えをしてまいりたいと思い

ます。 

 ご質問のイメージキャラクター、たつたひめの徹底活用についてでございます

けども、議員もご承知のこととは存じますが、たつたひめといいますのは、古代、

崇神天皇の時代に創建されたと伝えられます、現在、立野南に建立された龍田大

社におきまして、風と秋を司る姫神をモチーフにした想像上のキャラクターとい

うことで図案化されたものがございます。このたつたひめは、随分昔から地域住

民ともえにしが深いということもあり、５年前に三郷町のイメージキャラクター

として誕生したもので、以来、町内外のイベントで多くの方々と触れ合う機会を
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通じ、日ごと三郷町を代表するイメージキャラクターとして親しまれているとい

うところでございます。 

 また、各種イベントでの着ぐるみによるたつたひめの活用以外にも、たつたひ

めをデザイン化した図案を町が使用する封筒や物品の所に印刷をしたりして、転

用、活用している。また、議員にもお配りさせていただいたかもしれませんが、

こういうピンバッジみたいなものもつくって、種々関係されている方々にもお届

けをしているというような状況でございます。 

 なお、議員もご承知のとおり、５年前に作成いたしました着ぐるみのたつたひ

めでございますけども、出番が結構度重なることで、着ぐるみ自体に若干の損耗

も生じておりますことから、現在の着ぐるみはデザイン性や体型バランスからも

軽快な動きがどうもとりにくいというようなこともあるようでございます。そん

な中におきまして、次年度の町制５０周年になりますと、今よりもより以上に出

場の機会といいますか、出ていく機会が多分多くなると予想されることから、今

年度におきまして、同じデザインで軽快な動きにも対応し得る新たな着ぐるみを

制作していきたいということで、もう間もなく着手できる動きになっておろうか

と聞いております。 

 また、着ぐるみの制作以外にも、たつたひめのデザイン画を現在、６パターン、

事前に用意をしておるわけですけども、昨今、特に若い世代の方を中心に普及が

著しいスマートフォンアプリのＬＩＮＥ、このＬＩＮＥのスタンプにもたつたひ

めがイメージとして活用できるようにというようなことで、多彩な画像パターン

を現在作成しようということで動き出しているということでございます。これ以

外にもいろんなところでまたたつたひめを活用はしていきたいと思っております

し、隣の王寺町さんのゆるキャラの雪丸君は、かなりいろんなところに出ている

ということも聞いてはおるんですが、その反面、やはり結構お金も使ってられる

というようなことも聞いておりますので、そんなことがどこまで本当にいいのか

も含めて、ただ、そうかといいましても、費用ばかりをかけずにＰＲする方法も

あろうかと思いますので、有効、適切に普及、徹底を図れたらなというふうに考

えているところでございます。 

 以上です。 

議長（伊藤勇二） ８番、辰己圭一議員の質問は終了しました。 

 ６番、佐野英史議員の質問と８番、辰己議員の関連質問は、以上をもって終結
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します。 

 ８番、辰己圭一議員。 

８番（辰己圭一）（登壇） 続きまして、議長のお許しをいただきましたので、通告し

ましたとおり、二つ目の項目について一般質問をいたします。 

 ９月から運営される新給食センターと学校給食センターについて質問させてい

ただきます。 

 先日、新給食センターのほうへ見学に行かせていただきましたけども、本当に

すばらしいセンターで、私自身、本当に驚きました。衛生管理も徹底されていて、

さすが安全・安心をうたうだけのことはあるなとつくづく実感しました。 

 そこで、その新給食センターの調理などの業務を公募型プロポーザル方式によ

って受託事業者を選定されるということでございますけども、アレルギー対応調

理室においてアレルギー対応食の責任者を置く受託事業者は、アレルギー対応給

食を実施できるのか、それとまた、最大で何食まで対応可能なのか、お答えのほ

う、よろしくお願いいたします。 

議長（伊藤勇二） 窪教育部長。 

教育部長（窪 順司）（登壇） 失礼します。 

 辰己議員さんのご質問にお答えをいたします。 

 本年３月に竣工いたしました新給食センターでは、食物アレルギー対応を見据

え、アレルギー専用の調理室を設置しており、食物アレルギー対応食の提供を９

月２日から実施する予定でございます。 

 また、アレルギー対応食数につきましては、統計的に総配食数の１％から２％

とされていることから、本町では約２，０００食の２％、最大４０食まで対応が

可能としております。 

 そして、食物アレルギー対応食の提供は、子ども達の命に直接かかわるもので

あり、最善の注意を払う必要がございます。また、調理方法が従前のウエット方

式からドライ方式に変わることにより、今まで以上に専門的なノウハウを必要と

することから、新給食センターの調理、配送につきましては、おっしゃっていた

だきましたように提案型によります民間の事業者に委託をしたいということで実

施しております。 

 学校給食におきましては、成長期にある子ども達の心身の健全な発達のため、

栄養バランスのとれた豊かな食事を提供することにより、健康の増進、体位の向
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上を図るものでございます。また、食事についての正しい理解と望ましい食事習

慣を養う上で重要な役割も担っております。このことを踏まえ、今後もより安全

で、安心なおいしい学校給食の提供ができるよう努めてまいりたいと考えており

ます。 

 以上でございます。 

議長（伊藤勇二） はい、再質問を許します。 

８番（辰己圭一）（登壇） 答弁、ありがとうございました。 

 続いて、それに関連した質問なんですけども、今現在、三郷町では食物アレル

ギーを持つ園児・児童・生徒は、何人ぐらいおられるのか、また、その中で、重

度の食物アレルギーを持つ子どもはいらっしゃるのか。昨年の４月の調査では、

学校全体で１０９名の食物アレルギーを持つ子どもがおられるということを聞い

ておりますけども、これは保護者からの申告数だということも聞いております。

やはり数年前に比べると、年々増加の傾向にあるのでしょうか。お答え、お願い

いたします。 

議長（伊藤勇二） 窪教育部長。 

教育部長（窪 順司）（登壇） 辰己議員さんの再質問にお答えいたします。 

 食物アレルギーを持つ園児・児童・生徒の現状でございますが、従来、保護者

のほうから要望によりまして希望されておられます方につきましては、おっしゃ

っていただきましたように百数名おられました。今回、本年２月にもう一度、新

給食センター開設に当たりまして詳細なアンケートを実施いたしました。その結

果、食物アレルギーの対応希望者は、全体で１，８３７名に対しまして３２名、

約１．７４％でございました。内訳といたしましては、南畑幼稚園で２名、三郷

小学校で８名、三郷北小学校で１０名、三郷中学校で１２名でございます。以上

の児童・生徒の今後につきましては、医師の診断書のもと、個別に対応を検討し

てまいりたいと考えております。全体的なアレルギーの対応者につきましては、

前年からは減っておりますけれども増加傾向にあるのかなということでは感じて

おります。 

 そして、このうち重度のアレルギー症を持つ、俗に言いますアナフィラキシー

既往症がある児童・生徒でございますけれども、その内訳といたしましては、三

郷小学校で１名、三郷北小学校では３名、三郷中学校では２名、合計６名の既往

症の方がおられるのが今回の調査でわかりました。 
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 以上でございます。 

議長（伊藤勇二） はい、再々質問を許します。 

８番（辰己圭一）（登壇） ありがとうございました。 

 三郷町では、食物アレルギー対策として、２年前に、おそらく町立学校、小・

中学校、そして保護者、栄養士の方、調理員等で構成する学校給食検討委員会等

を設置されており、文部科学省の監修のもと、日本学校保健会が発行した、いわ

ゆるガイドラインに基づいて組織的に対応を行っていると思いますが、そこでち

ょっとお伺いさせていただきます。 

 学校で万が一児童・生徒が重度の食物アレルギー、いわゆるアナフィラキシー

ショックを発生した場合、適切に対応できる緊急対応マニュアルは作成してある

のか、お答え、お願いいたします。 

議長（伊藤勇二） 窪教育部長。 

教育部長（窪 順司）（登壇） 失礼します。 

 辰己議員さんの再々質問にお答えをしてまいりたいと思います。 

 食物アレルギー発生時の緊急マニュアルでございますが、先ほどおっしゃって

いただきました文部科学省によります学校のアレルギー疾患に対する取り組みガ

イドラインが以前より各学校に配布されており、加えまして、本年３月に学校給

食における食物アレルギー対応指針や、学校におけるアレルギー疾患対応ＤＶＤ

が配布されており、その指針に基づき対応しているところでございます。 

 また、各学校・園長や養護教諭、ＰＴＡなどで構成する三郷町立学校給食セン

ター運営委員会におきましても、アレルギーに対する講習会などの研修を重ねて

いるところでございます。 

 そして、緊急マニュアルにつきましては、個々に対応方法が異なり、対応も複

雑化することから、本年度より新たに町費によるアレルギー対応の栄養士を１名、

新たに雇用いたしたところでございます。今後は、各学校教諭及び栄養士が個人

面談を保護者と行い、個々に合ったマニュアルを作成してまいりたいと考えてお

る次第でございます。 

 以上でございます。 

議長（伊藤勇二） ８番、辰己圭一議員の質問は、以上をもって終結します。 

 これをもって一般質問を終結します。 

 これで、本日の日程は全部終了しました。 
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 月曜日から各委員会で審査を願うわけでございますが、各位にはよろしくお願

いします。 

 本日は、これで散会します。ご苦労さまでした。 

 

       散  会      午後 ２時４２分 


